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１．はじめに
（１）本論執筆の背景
　筆者は、先の論文「戦中期銀行合同過程における神戸銀行の店舗展開―店舗網競合状況か
ら窺われる『余りにも濃厚な地域的限定性という矛盾』―」（前編、由里［2012］；後編、由里
［2013］）において、昭和戦前・戦中期の「一県一行」政策のもと、1936年に兵庫県下7行によ
る新立合併により発足し1945年に実質的「一県一行」を達成した神戸銀行に焦点を当て、同行
および他行の店舗展開上の特徴に重点を置きつつ、同県における銀行合同過程を描出しようと
した（以下、同論文の前・後編を総称して「前稿」と呼ぶ）。
　前稿前編の1節末尾、ならびに同後編の3節末尾等に記したように、同稿執筆過程において
入手済みの日本銀行金融研究所アーカイブ資料（1）（以下「日銀アーカイブ資料」）に関しては、
銀行合同過程の節目をなす事実関係（たとえば1943年10月の播州・兵和・全但3行の合併合意
とその後の頓挫や、1944年9～11月の5行間の合併協議委員会など）の確認等のため言及した
以外、同稿にはあまり反映されておらず、元々別稿を予定していた。
　日銀アーカイブ資料には、前稿において重点を置いた神戸銀行の営業・店舗展開や経営の志
向性に関するものよりもむしろ、神戸銀行抜きでの3行合併を望んでいた播州・兵和・全但銀行
側の期するところを知る上で非常に有用な一次資料が含まれている。本論においては、同アー
カイブ資料（書簡・メモ・議事録・調印文書［案］・新聞記事等）を中心的資料に据え、主た
る視点を神戸銀行側からそれら3行側に移し、1943年10月の播州・兵和・全但3行の合併合意
とその直後の頓挫から1945年3月の神戸・播州・兵和・全但・福本5行の合併―兵庫県にお
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ける実質的「一県一行」の完成―に至るまでの諸当事者（関係諸行、日本銀行［神戸支店と
考査局等本部］、大蔵省、兵庫県庁）の動向、見解、交渉の様相などに関し論述していきたい。
　もっとも、日銀アーカイブ資料は注1に記したとおり全部で856葉にも及ぶ大部なものであ
り、本論においてその内容ならびにそれから浮かび上がる知見を網羅的に示すことは到底でき
ない。そこで本論においては、前稿執筆時から筆者の問題意識として存し、また本論執筆に際
して日銀アーカイブ資料をより詳細に見るなかで一層強くなった2つの検討視座（続く（2）お
よび（3）の段で述べる）との関連で特に着目すべきと思われる事象につき、以下3つの局面に
段階を区切って論述していきたい。
①播州・兵和・全但3行の合併企図が、1943年10月末に大蔵省の内諾を得た直後、それを知っ
た日銀神戸支店・神戸銀行・兵庫県庁側による撤回の働きかけに遭い同年末までに「延期」
（実質は撤回）の運びとなった。
②上記①の合併撤回工作の理由として日銀神戸支店・神戸銀行・兵庫県庁側が主張した神戸銀
行を含めた県下銀行大合同案が、実質的には1944年春から関係銀行に働きかけられ、同年9
月初めに5行（神戸・播州・兵和・全但・福本）合併の「申
もうしあわせ
合」ならびに記者発表へと至っ
た。
③上記②の「申合」では具体的な合併条件は未定であったため、9月中旬から11月下旬まで10
回の合併協議委員会が開催されたが、合併条件（合併比率、新銀行の役員数・人選・役職割
当、そして行名）の具体的議決どころか協議継続すら綱渡りのような有様であった。結局、
10回目の協議会で大蔵省・日銀首脳部の協議遅延不許の意を受けた日銀神戸支店長が、協議
打ち切りならびに未決の合併条件につき金融当局による裁定を、5行（特に播州・兵和・全
但の3行）側に飲ませるかたちとなった。
　したがって、上記各局面にかかる叙述に際しては、日銀アーカイブ資料に沿い、時間を追っ
ての概要を時間軸的な「経過表」①②③にて示した上で、文中では経過概要を悉皆的に繰り返
すことはせず、以下の（2）および（3）に記す2つの検討視座からして着目すべきと思われる
事象につきやや詳しく叙述・検討する、という方法で述べ進めたい。
（２）本論の検討視座１
―銀行経営者における経済主体としての自律性保持の程度
　本論での叙述に際して、まず一つ目の視座としては、既に前稿後編p.25においても引用し
た、佐藤［2000］の以下のような視座を援用したい。
「［この急速な銀行合同］はどのような条件のもとで可能になったのであろうか。戦時金融
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というきわめて歪な極限状況、換言すれば、強力な国家的要請というだけでは理解できな
い現象である。正常な経済活動の枠組みでどこまで把握可能なのか、その限界が明示され
ねばならないだろう。そうでなければ、自己保全にしたたかな執着を示す地方の銀行とそ
の経営者をとらえたことにならないからである。どのような経過のなかで彼らは合併を受
容したのであろうか。そこではどのような斡旋が行われたのであろうか。」（p.177）
　上記日銀アーカイブ資料に目を通しての筆者の所感を予め申せば、（当事者の自覚としては
「地方の銀行」ではなかった）神戸銀行の経営者にも、そして播州・兵和・全但3行の経営者
にも、「正常な経済活動の枠組み」（すなわち銀行業発展プロセスの一つとしての合併参画なら
びに合併前後における銀行業務遂行の継続性確保）の認識も、また「自己保全［への］したた
かな執着」も、処々に見受けられる、というものである。「非常時」における「国家的強制力」
の影響（1942年5月「銀行整備令」など［前稿後編p.23］）が特に強まっていたものと推量さ
れる1943～1944年という戦時ピーク期において、銀行経営者の銀行業を担う経済主体としての
自律性がどの程度保持されていたのか、ということに着目していきたい。
（３）本論の検討視座２
―「兵庫県における『地方銀行』の存続」という理念の作用の如何
　上記「検討視座1」とは重なる部分もあるが、それに包含しきることができないものとして、
県下合同3行の経営者たちの行動、発言、書簡などには、「県内に『地方銀行』を存続せしめる
こと」に関する使命感のようなものも窺われる。
　前稿前編の注30でふれたように、牧村［1980］pp.368-373は、1936年9月の全国地方銀行協
会結成の背景に、都市銀行（当時は「シンジケート（団）銀行」との呼称がより一般的であっ
たが前稿に引き続きこの呼称を主として用いたい）とは別種の「中小の歯車としての役割」を
も果たすことの自覚が存していたと論ずる。さらに前稿後編5節（1）で述べたように、1942年
後半には、日銀・大蔵当局が、それまでの都市銀行による地銀子銀行化策を奨励する方針を転
換し、地方銀行を認め日銀取引先とし（都銀ルートに収斂
れん
させるのではなく）日銀自身が資金
吸収ルートとなるという「地方は地方」の方針に転換した（佐藤［1991］pp.548-553）。
　このような地方銀行業界ならびに金融当局の政策的動向は、兵庫県にあっても地方銀行経営
者たちの「地方銀行」存続の意向を強めたのではなかろうか。筆者は、前稿特に前編2節（1）
において、面積が大きく経済圏も分立しかつ多様であった兵庫県では、諸々の小地域の金融経
済上の要請に呼応しうる小銀行の分立状況はそれなりの経済合理性を有していたのではない
かと述べ、また後編3節において、県下合同3行すなわち播州（1940年5行合併により成立）・
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兵和（1941年8行合併により成立）・全但（1940年8行合併により成立）の各行が各店舗網にお
いて整然と棲み分け西播磨・東播磨・但馬の3地域においてそれなりの業容・利益を確保しつ
つ存立していた様相を描出した。（以下本論において「（県下）合同3行」とは、前稿後編にお
けると同様、上記3銀行を併せ呼ぶ語句として用い、また文脈上明らかな場合単に「三行」と
称する場合もある［日銀アーカイブ文書中にも同用例は頻出し、それとの関連で「三行」につ
いては漢数字を用いる］。）
　本論で見る県下合同3行の経営陣の書状や発言には、そのように規模の大きな兵庫県の地域
金融を地域ブロックごとに分担する― それも金融当局の意を受けた銀行合同を地域ブロッ
クごとに成し遂げたうえで― 銀行の経営者として、上記牧村［1980］の知見とも整合的な
「都市銀行には担いきれぬ地方銀行の役割の重要性」を主張する内容がかなり多く見受けられ
る。そしてそのような主張は、金融当局者にとっても神戸銀行経営者にとっても顧慮せざるを
得ないものとなっているようである。
　以上のことから、「県内に『地方銀行』を存続せしめること」という理念・主張、ならびに
それが前記の実質的「一県一行」合同過程において及ぼした影響とに注目することを、本論の
もう一つの検討視座として据えたい。
２．前史― 1940年～43年初：合同3行の成立と種々の合併構想
（１）県内地域ブロックごとの銀行合同による播州・兵和・全但銀行の成立
　播州・兵和・全但3行の1940～41年の成立経緯ならびにその概要に関しては、既に前稿の後
編3節に記した。3行は各々西播磨・東播磨・但馬の地域ブロックごとの小銀行群の合併によ
るもので、同稿p.3の図表10（1940～41年の地域別大規模により成立した県下合同3行の店舗
分布範囲）に示したように、3行間では店舗網において整然と棲み分けていた。しかしながら、
同稿p.8の図表12（兵庫県内主要4行の店舗HHI）に示したように、播州・兵和両行と神戸銀
行との間では店舗展開市区町（前稿と同じく2000年時点の行政域による、以下別記しない限り
同様）上の競合関係があった。
　上記の前稿後編3節において、兵和銀行には神戸銀行が資本参加（7万株中1万株）ならびに
経営陣派遣を行っていたことを述べたが、これは日本銀行神戸支店［1940］p.440が記すよう
に「［合同によってできる県下主要銀行はいずれも］神戸銀行を親銀行として緊密なる連絡協
調を保つこと適当なる」と考えた日本銀行、そして日本銀行神戸支店［1939a］が記すように
県外大手銀行資本が県内（特に重工業化が進む播磨南部地方）に伸張することを恐れた神戸銀
行の両者の意図によるものであった。（なお、上記引用文をはじめ本論における戦前・戦時期
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諸資料の引用に際しては、戦前式のカナ表記・漢字字体・漢字／仮名［洋数字］選択・送り仮
名・返り読み等は原則として現代文式に改め適宜ルビを付したが、句読点の用法に関しては原
則として原文のままとした。また、文書の表題に関しては漢字字体を除き原文表記のままとし
た。なお、上記引用部分をはじめカギ括弧部分は引用者による補記である。）
　そもそも、播州銀行・兵和銀行・全但銀行の県下合同3行の成立経緯は、日本銀行神戸支店
［1939b］p.438ならびに日本銀行神戸支店［1940］p.440が記すように大蔵当局の斡旋による
もので、その点においては1936年12月の7行合併による神戸銀行成立（やはり大蔵省の勧奨；
前稿前編p.84）以来の当局主導型の流れが続いていたといえる。
　もっとも、播州銀行の成立に関しては、元々神戸銀行の八馬頭取が「（大蔵省の了解のもと）
個人の資格において」諸行間を回り、同行の資本・役員参加の上での合併銀行成立を企図して
いた（日本銀行神戸支店［1939a］）。しかし、結果的に「［諸行重役中に］神戸への吸収合併を
最終目的となすがごとき合同には強行に反対する向き多く現われたる」状態となり、大蔵省側
が直接折衝することで合併は実現したが、神戸銀行の資本・役員参加は実現しなかった。
　この播州銀行の頭取職に就いた大西甚一平に関しては、既に前稿後編3節（1）a）（pp.3-4）
に記したが、上荘村（現加古川市）の大地主の家柄で早稲田大学に学び、「農村文化運動」を
率い大政翼賛会県支部常任委員も務めていたことなどから、地方銀行経営者としてはそれなり
の資質を備え、かつ一家言を有していたのではないかと思われ、上記播州銀行の神戸銀行の経
営関与に対する反発にも同氏の見解が影響していた可能性があろう。
（２）播州銀行・神戸銀行各々の県下銀行合同に関する陳情書・具申書
a）播州銀行の大蔵省局長宛陳情書
　上記の播州銀行大西頭取の見解を知る手がかりとして、また本稿の主題である1943年以降
の戦時期の県下合同3行と神戸銀行との銀行合同のあり方をめぐる確執の前史としても重要と
思われるのが、同頭取の大蔵省相田銀行局長宛陳情書（昭和16年10月付）（日本銀行神戸支
店［1941］pp.442-443）である。本陳情書には同頭取の「地方金融」観などが窺われる（2）とと
もに、県下合同3行の合併企図の直接の導線ともなっていると思われ、やや長くなるがその大
部分を以下引用したい（下線［直線］は引用者［播州銀行等合同3行側の主張のポイントを示
す］、以下本論において別記しない限り同様）。
［挨拶文略］
県下銀行の合併は大蔵省御当局の御斡旋により弊行まず先駆し全但これに次ぎ最近兵和
銀行の設立を見るに至り一応安定したるは慶賀にたえざる所であります
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しかるに内外の情勢は刻々に緊迫しこれに対応するためにもまた将来地方銀行の経営単
位としても現状のままでは到底その使命をまっとうすることは出来ません、速やかに県下
を一丸とする大同団結をなし大県たる本県の地方部を担当するに適する銀行に進展せし
むべきであると考えるのであります
神戸銀行との連繋もこの再編と同時に解決すべきが最も合理的であり初めて全面的本格
的連繋をも実現し得ると信じます
今や世界は有史以来の混乱状態に陥り国家興亡の岐
わか
るる秋、いやしくも指導的立場にある
者は決して過去の行きががりや現状に捉われるべきではありません
すべては国防国家建設に向かって自己を投げ出し奉公の至誠をもって邁進すべきである
と考えます
［中略］
しかしながら万一大蔵省御当局において来たるべき大同団結に備えその準備として漸進
的方策を御選びになりあわせて弊行と神戸銀行との連繋を必要なりと御 思
おぼし
召さるる場合
は是非とも次の三項目に準拠せられんことを切に懇願する次第であります
一、残存地方銀行をただちに合併すること
二、神戸銀行と地方銀行との分野を明確にすること
三、形式的連繋に堕せず真実なる連繋を図ること
　右三項目を具体的に表せば
一、は大沢銀行、百三十七銀行、中丹銀行、溝口銀行、福本銀行を直ちに播州銀行へ合併
すること
　ならびに湊西銀行を速やかに神戸銀行へ併合し同行三木および明石支店を播州銀行へ
委譲すること
二、は東播地方に散在せる神戸銀行の営業所（明石、高砂、加古川を除く）を播州銀行へ
委譲すること
三、は今回神戸銀行、福本銀行間に行われたる株式買収のごとき旧時代的行動および考え
方を一擲
てき
しまず首脳者の交流をなし正々堂々隔意なき連繋を図ること
以上は決して自己本位の主張ではなく県下金融体制の正道であり国策推進の本筋である
と信ずるものであります、これによって神戸銀行は市中大銀行としてその本来の使命に躍
進し活力ある良き地方銀行を連繋下に抱擁してますます大をなし播州銀行は他の地方銀
行と協力して地方金融の万全を期し相共に時局国家に貢献すべきであると確信いたしま
す
［後略］
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　なお、播州銀行から上記陳情書の写しの内示を受けた日本銀行神戸支店は、同行考査部長
宛同陳情書送付のための書信（昭和16年12月12日付）（日本銀行神戸支店［1941］p.442）に
「右は同行の一方的見解に基づくものにして如何と存せらるる筋多く候あいだ御含み願い上げ
候」と短く付言し、同見解への同支店側の関与や賛同を否定している。
b）神戸銀行の大蔵省局長宛具申書
　日本銀行の上記書信からわずか一週間後の1941年12月19日、今度は神戸銀行側が同日付け
にて八馬頭取の大蔵省山際銀行局長宛具申書（日本銀行神戸支店［1942］）を提出している。
同具申書の概略ならびに大都市域店舗の設置にかかる要望事項は、既に前稿後編4節（5）（pp.
19-22）において記したが、同所で述べたように『神戸銀行史』pp.151-154によれば同様の内
容の大蔵省相田銀行局長宛「陳情書」が1941年10月1日付けで出されており、1941年の秋か
ら年末にかけ、神戸銀行と播州銀行との当局宛のいわば陳情合戦が活発であったことをうかが
わせる。
　上記神戸銀行八馬頭取の大蔵省山際銀行局長宛具申書には、前稿の上述部分では紹介しな
かった、県下農漁村域の地方銀行の合併等にかかる神戸銀行としての意見も詳しく述べられて
いる。上掲播州銀行の陳情書との比較対照のため、以下同具申書の該当部分を引用する（引用
部分は日本銀行神戸支店［1942］pp.445-447所載；下線［波線］は引用者［神戸銀行側の主張
のポイントを示す］、以下本論において別記しない限り同様）。
…弊行は県下金融界整備の根本方針として経済状態の比較的都市と近似しかつまた経済
情勢の実情が阪神都市に密接なる関連を有する地方に所在する銀行にしてその経営水準
の比較的高きものについては直接これを弊行に合同しもってシンヂイケート銀行として
の伸長を期するとともにしからざる地方のものおよび経営水準の比較的低きものについ
ては地域的に一中心銀行を設立してこれに合併せしめ一面これに資本参加をなし姉妹関
係を結びこれが経営の指導的立場に立つとともに資金の共同運用の方途を講じもって弊
行がシンヂイケート銀行として今後ますます必要とする時局関係資金の確保に資するを
最も妥当かつ合理的と思考しもっぱらこの方針のもとに善処しつつある次第にこれあり
前述の兵和銀行との連繋ならびに福本銀行株式買い入れのごときは全くこの趣旨に外な
らず候
［中略］
以上開陳の趣旨にもとづき改めて右の要望を具体的に左に列記 仕
つかまつ
り候
一、［略―大都市支店設置要望、前稿後編p.22参照］
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二、県下金融界整備の方法は左記によられたきこと
　（1）百三十七銀行を至急弊行に合併せしむること
 　［続く「（理由）」部分には、同行が福知山等の「重要都市」に支店を置き上記「経営水準の比較的高き」
銀行であることが述べられている。なお、その後同行は1942年6月に丹和銀行（京都府）・神戸銀行によ
り分割買収された（前稿後編pp.5-6参照）。］
　（2）神戸湊西銀行、恵美酒銀行を弊行に買収せしめられたきこと
 　［「（理由）」部分は略。なお、両行は（三和銀行子会社化を経て）1945年4月に神戸銀行が買収した（前稿
後編pp.40-41参照）。］
　（3）県内郡村銀行たる大沢、溝口、福本の三行は播州銀行へ、香住は全但銀行へ、中丹
は丹和銀行へ各々合併せらるべきこと
　　　（理由）前述のごとく弊行は経済状勢の実情が阪神都市と乖離せるものならびに経
営水準の比較的低き銀行は各々同地方の地域的中心銀行にこれを併合せしむるを
最も妥当かつ合理的と思考する次第にこれあり［以下略］
　（4）播州銀行、全但銀行と弊行との間に適当なる連繋方策を講ぜられたきこと
　　　（理由）弊行は前述のごとく地域的中心銀行に対しては兵和銀行に対すると同様資
本ならびに人的参加をなしもって密接なる姉妹関係を確立し経営の指導的立場に
立つとともに資金の共同運用の方途を講じたく候
　　　なお右地域的中心銀行は将来さらにこれを合同せしめて県下における唯一の地方
銀行となしもって基礎の強化を図り今後の非常事態に即応せしむべく弊行におい
てこれが経営の指導に当たるとともに弊行は各大都市に支店を持ち純然たるシン
ヂイケート銀行として経営いたしたき存念に御座候 以　上　　
（３）播州銀行・神戸銀行の陳情書・具申書に窺
うかが
われる「地方銀行」観の相違
　上掲の播州銀行・神戸銀行の陳情書・具申書の下線（播州銀行陳情書では直線、神戸銀行具
申書では波線）部分は、各々に通底する「地方銀行」観（ないしはそれに対する敬意の程度）
の、あるいは決定的な相違を示唆しているように解せられ、以下で比較対照を行ないたい。
a）播州銀行―「大県」の「地方部」を担うに相応しい「活力ある良き」地方銀行
　播州銀行陳情書の下線部分には、「速やかに県下を一丸とする［神戸銀行以外の諸行の］大
同団結をなし大県たる本県の地方部を担当するに適する［地方］銀行に進展せしむべき」とい
うくだり、また「［大同団結に先立つ段階においても］神戸銀行と地方銀行との分野を明確に
すること」および「［弊行と神戸銀行との］正々堂々隔意なき連繋」というくだりに代表され
るように、以下のような（兵庫県における）地方銀行観が表出している。
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　イ「大県」たる兵庫県には（神戸市等を除く）その「地方部」を担当するに適する地方銀行
が必要であり、その組成のため県下地方銀行は大同団結すべき
　ロ（時局関係資金の中央への供給等のための）当該地方銀行と神戸銀行との連携は「正々
堂々隔意なき」ものであるべき
　後者ロの「正々堂々隔意なき」連携の意味するところは、陳情書中の同語句の直前に（好ま
しくない連携事例として）神戸銀行による福本銀行の株式取得（3）を挙げていることからも、（資
本面での）支配・被支配（また神戸銀行側の具申書にあるような業務運営上の指導・被指導）
といったものよりは、より対等に近い協力関係であったのではなかろうか。
　そのように（少なくとも兵庫県においては）地方銀行を都市銀行の劣位に置かないスタンス
の前提の一つをなすと考えられるのが、前者イの中の「『大県』たる兵庫県」という意識であ
る。前稿前編2節（1）において、銀行合同進行前の兵庫県の銀行数の多さには同県の地理的な
広がり・複雑さとそれに呼応した多数の小経済圏が存することを述べたが、当時の「大県」・
「一等県」といった慣例的・通称的な類別（4）をさて置いたとしても、同県の県勢が全国屈指のも
の―面積・農水産業・鉱業といった「地方的」側面も含め―であったこと（5）は事実であっ
た。
　その兵庫県の県勢のうち、上記「地方的」側面の多くを同県の「地方部」（上記イ、播磨・
但馬・丹波の非都市部域）が担っていたのはもちろんであるが、播州銀行の陳情書が出された
1941年ごろにおいては重化学工業面でも播磨沿海地域の発展が著しかった（前稿後編4節（2）
参照）。人口の面でも、兵庫県「地方部」のそれ―すなわち播州銀行陳情書が提言する「大
同団結」により設立される地方銀行の事業エリアの人口基盤―は、当時の人口中位県（24位
の岐阜県［127万人］）をやや上回る130万人台（長崎・熊本・岡山といった中堅諸県が該当）
を擁していたものと試算され（6）、他県における「一県一行」実現後の地方銀行の人口基盤に比
しても、決して遜色のないものであった。
　また、播州銀行の陳情書における上記イのような「地方銀行」という態様に対する積極的評
価（それは同陳情書の上記引用文末尾の「活力ある良き地方銀行」いう語句にも表出）は、当
時の銀行界における「業態」意識の進展とも呼応していた。
　すなわち、本論1節（3）（本論の検討視座2）において牧村［1980］に依拠しつつ述べたよ
うに、1936年の全国地方銀行協会発足前後から、「都市銀行」に率いられた「普通銀行」中の
下位集団ではなく、「地方銀行」をそれ自体として意義ある銀行業の態様として捉える考え方
が生成した。上記陳情書とほぼ同時期の1941年11月には金融界内部から統制団体設立の動き
が起こり、1942年4月に公布・施行された金融統制団体令には「業態別統制会」という用語中
に「業態」という言葉が現われ、同令に基づき「地方銀行統制会」が「普通銀行統制会」（都
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市銀行13行）とは別個のものとして161行で結成された（牧村［1980］pp.374-376）。
　東播地方屈指の名望家の出にして農村文化運動におけるリーダーシップ発揮で社会的にも
注目され大政翼賛会県支部常任委員にも就いた（加古川市史編さん専門委員［2000］pp.578，
630）播州銀行の大西頭取が、そのような地方銀行の（当時の国策の一環とはいえ一種の）「地
位向上」の機運に乗りまた貢献しようとしていた（7）ことは十分に考えられ、同頭取にとっては
兵庫県において「地方銀行」を存続させることは大義にかなう当然のことだったのではなかろ
うか。
　播州銀行陳情書の検討の最後に、同陳情書に述べられた具体的な銀行・店舗再編のあり方に
関しても、上記イロに続くハとして、以下まとめておく。
　ハ　そのような地方銀行結成のため、神戸銀行ならびに同行に合併されるべき神戸市近辺の
小銀行（仮に「神戸銀行等」と称する）を除き、県下の大部分の銀行は「大同団結」（合
併）し、また神戸銀行等の「地方部」の支店は（加古川等）一部拠点都市のそれを除き、
その地方銀行に譲渡する
b）神戸銀行―「シンヂイケート銀行」による指導のもと県内農漁村部を担う地方銀行
　神戸銀行の具申書も、「一県一行」を志向したものではなく、さらに播州銀行陳情書のように
「県下地方銀行の大同団結」を述べてもいないことから、（都市銀行たる神戸銀行以外に）県下
に複数の地方銀行が存続することも容認しているようにも読める。播州銀行陳情書とより対照
をなすのは、同具申書における地方銀行の質や地位に関する捉え方であり、それは下記イロ
のようにまとめられよう（播州銀行陳情書に関する先のa）の中のイロと各々対応するように記
す）。
　イ　兵庫県内の阪神都市域ならびにそれと経済的に近似あるいは密接な係わりを有する地
域以外に存し、かつ「経営水準」の比較的低い銀行を、「地域的中心銀行」（8）に合併させる
べき
　ロ　その「地域的中心銀行」に対し神戸銀行は資本的・人的参加をなし経営の指導的立場に
　　立つとともに、「シンヂイケート銀行」として資金の共同運用の方途を講ずる
　上記イの「経営水準」の高低云々の具体的意味内容は具申書に明示されていないが、先のa）
の引用文では省いた要望事項二、（1）（百三十七銀行の合併）の理由書きの中に「経営水準」
の意味内容に関する記述がある（9）。それからすると、「本支店網が大都市・重要都市域に専ら
存し店舗・役職員の資質や業務運営方式も『都会的』（農村部におけるよりも近代的で優れた）
である銀行」という意味が込められていたのではないかと推測される。同記述（注9参照）に
おける「播州銀行
0 0 0 0
等のごとく地方小部落に多数の店舗を有する純然たる農村銀行
0 0 0 0 0 0 0 0
」（傍点引用
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者）という書き方ならびに本文上掲の「県内郡村銀行
0 0 0 0
たる大沢、溝口、福本の三行は播州銀行
0 0 0 0
へ…」（傍点引用者）という書き方、そして上記ロの「神戸銀行は資本的・人的参加をなし経
営の指導的立場に立つ」というスタンスを併せ勘案すれば、神戸銀行具申書における「地方銀
行」観は、先に見た播州銀行陳情書における「活力ある良き地方銀行」とは―同じ「地方銀
行」という語を用いてはいても―質的に異なるものであったものと考えられる。
　すなわち神戸銀行の見る「地方銀行」は、「郡村銀行の集合体たる農村銀行」であり、「経営
水準」の低さや国民経済の中軸からの遠隔性ゆえ、都市銀行たる神戸銀行による資本的・人的
参加を受け経営に関する指導を受ける（上記ロ）べき存在、ということになる。先にa）で見
た、「1936年の全国地方銀行協会発足前後からたち現れた『地方銀行』をそれ自体として意義
ある銀行業の態様として捉える考え方」という地方銀行諸行間における思潮―上掲播州銀行
陳情書とも整合的な―ではなく、a）の同じ箇所で述べた、それ以前における「『都市銀行』
に率いられた『普通銀行』中の下位集団」という「地方銀行」観を神戸銀行は表明していたと
いえよう。
　a）の播州銀行陳情書の検討におけると同じく、最後に、神戸銀行具申書に述べられた具体
的な銀行・店舗再編のあり方に関し、ハとして以下まとめるが、この再編図式が上記のような
「郡村銀行の集合体たる、都市銀行の系列下・指導下に置かれるべき農村銀行」という神戸銀
行の「地方銀行」観に沿ったものであることは、付言を要しまい。
　ハ　百三十七銀行・神戸湊西銀行・恵美酒銀行は神戸銀行に合併または買収させ神戸銀行の
シンジケート銀行としての発展に寄与せしめ、県内郡村銀行たる大沢、溝口、福本の三行
は播州銀行へ、香住は全但銀行へ、中丹は丹和銀行へ各々合併させる。
　　［加えて、播州・全但両行を兵和同様に神戸銀行の指導下に置くことは述べるが、前3行の
合併如何には言及せず。］
（４）日銀神戸支店の県下銀行「整理案」と日銀本部の全国的統合ビジョン
a）日銀神戸支店の県下銀行「整理案」―「県下2行」が基本線
　以上（2）（3）において紹介ならびに内容の検討を行ってきた播州・神戸各々の合併にかか
る意見書とは別に（とは言いながら相互間の影響はあろうが）、1943年1月、「近畿地方銀行統
合並店舗整理案」（「全国銀行統合 並
ならびに
店舗整理案」の一環、以下「日銀の整理案」と略す）が
まとめられた。これは、大蔵省の要請を受け日本銀行考査局が各支店長からの意見徴求のうえ
まとめた県ごとの合同構想で、その兵庫県にかかる記述は以下のようになっていた（日本銀行
（考査局）［1943a］pp.449-450、前稿後編5節（1）にも引用したが本稿にとっても重要な資料
につき再掲、傍点引用者）。
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（1）本店銀行の統合
当県下本店銀行は現在なお普通銀行10行（本年1月8行に減少）貯蓄銀行2行を数うる状
態にして、神戸銀行は既に地方銀行の域を脱しおり、播州、全但および兵和の3行はいず
れも最近地方小銀行の統合により設立せられたるものにして、地域的に看るもさしあた
りその存続を認めてしかるべきをもって、合同の第一段階として前記4行にその余の8行
（神戸湊西、恵美酒、大沢、溝口、福本、香住、神戸貯蓄、但馬貯蓄）をおのおの合併せ
しめ、第二段階において神戸を除く3行を合同し、本店銀行を2行とすること適当なるべ
し。しかれどもその他面統制経済の進展に鑑み第二段階において神戸銀行をも含め県下一
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
行となすことも考慮せらる
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。
［以下は略すが、神戸湊西・恵美酒・神戸貯蓄は神戸銀行、大沢・溝口・福本は播州銀行（前二者は既に合併決
定）、香住、但馬貯蓄は全但銀行に合併させる旨などが記されている。］
（2）店舗の整理
［前段落は略］三和銀行姫路支店および明石出張所は前記播州、全但および兵和合同の際
これに譲渡せしめ、また神戸銀行は新銀行の地盤内にある店舗のうち姫路、飾磨、広畑、
網干および相生等の主要店舗を除き他（支店16、出張所6、預金合計5,930万円）は新銀行
に譲渡して、新銀行との連携をますます緊密ならしむるべし。［兵庫県の項終わり］
　上記「日銀の整理案」は、同整理案の約半年前の1942年6月に百三十七銀行が前掲神戸銀行
具申書に概ね沿い神戸銀行・丹和銀行に分割買収されていた点（前稿後編p.5参照）を度外視
すれば、県内地方銀行（神戸銀行子会社の福本銀行を含む）の「大同団結」による「県下を一
丸」とする地方銀行を設立し、同行には同地方銀行地盤域内の三和銀行店舗ならびに神戸銀行
店舗（主要都市拠点店舗を除く）も譲渡させる―同整理案には明記されていないが同行の地
盤域シェアをより堅固にするため―という、どちらかと言えば播州銀行陳情書に近いもので
あるように思われる。
　また、整理案の末尾に「［神戸銀行と］新銀行との連携をますます緊密ならしむるべし」と
記してはあるが、具体的な連携策（持株・役員派遣関係など）は記されていない。「日銀の整
理案」が持株・役員派遣等の系列関係の形成策に触れていない（既存の系列関係を合併に結び
つける策は多いが）ことは、この近畿地方（日本銀行（考査局）［1943a］）の他の府県、また、
たとえば近隣の東海地方（日本銀行（考査局）［1943b］）の諸県の整理案に関しても見受けら
れる。「日銀の整理案」を全道府県にわたり検討した佐藤［2000］p.201は、「（日銀の統合構想
には）都市銀行による系列化を排し、『地方ハ地方』という認識が前面に出ていた」と述べて
おり、同整理案の上記「連携」の語は「大同団結」後の県内地方銀行を神戸銀行の系列化に置
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くことを意図していなかった可能性も強かろう。
　その一方で、上記整理案は、神戸銀行にとり播磨新工業地域の対製造業取引拡大を阻む強敵
であった三和銀行姫路支店（前稿後編p.19参照）を播州銀行に譲渡せしめるなど、都市銀行
同士の競合関係のうえで神戸銀行の県内基盤固めにも配慮するなど、神戸銀行にも一定の配慮
をしている節もある。
b）日銀の銀行統合にかかる全国的ビジョン
　先に掲げた「日銀の整理案」引用文中のうち、上のa）では説明しなかったくだり―しか
もその後結果的に起こった帰結に近い―が、傍点部分の「第二段階において神戸銀行をも含
め県下一行となすことも考慮せらる」との記述である。
　上記佐藤［2000］は、日銀の整理案の背景には日銀首脳部の決定による全国的な統合ビジョ
ンがあり、「地方は地方という認識（地方銀行の意義承認）」とともに、それら地方銀行の最終
的規模につき全国を30行程度でカバーするほどの銀行合同進展（地方銀行の大型化推進）が企
図されていた、と指摘する（pp.190-191，201）。いま同論考が同ビジョンの典拠として挙げる
『日本銀行百年史』（末尾「引用文献」の【文献名別】の部参照）pp.435-436にあたれば、そこ
には次のような記述がある。
　（1942年6月設置の企画委員会［委員は秘書役・全局長］が同年11月に出した概ねの結論）
イ、普通銀行が多数存立している状態は、金融の一元的統制をはばみ、資金の効率的運用
上支障が多い。銀行自身の間にも合同必至の機運が熟しているから、この際普通銀行の
整理統合をいっそう促進すべきである。すなわち、
　イ　地方銀行については、大体東海・神戸・芸備の各行程度の規模を目標とし、地方の
実情、ことに産業界の動向に即し、地方銀行30行程度への統合実現を期すること。
［引用者補記：上掲各行の預金残高は、東海523百万円（41年末）、神戸650百万円（42年6月末）、芸備395
百万円（同）であった（東洋経済新報社［1942］）。］
　ロ　東京・大阪における大銀行の処置についても、その規模のやや小さいものは適宜合
併統合を行わせる。さらに重要産業の経営形態の整備進捗とにらみ合わせ、大銀行相
互の合併にまで誘導すること。
c）「日銀の整理案」および全国的統合ビジョンの兵庫県下銀行合同図式への影響
　b）に掲げた引用文のイすなわち「地方銀行の大型化推進」のビジョンの、「日銀の整理案」
への反映が、上記「神戸銀行をも含め県下一行となすことも」とのくだりであった。それは
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「その他面統制経済の進展に鑑み第二段階において」という条件付きとはいえ、本論が次節以
降で日銀アーカイブ資料を検討していく1943年秋以降の時期においてはその条件もいや増し
に満たされていく。
　そして同ビジョンは、播州銀行など（神戸銀行抜きの）地方銀行同士の合併を目指す動きに
とっては、神戸銀行抜きでは何分規模が小さい（普銀10行計で預金42年6月末残155百万円
［東洋経済新報社［1942］p.119］）がゆえ合併上不利に作用する可能性を内包していた。
　他方、上記ビジョンは神戸銀行にとっても、同行が地方銀行の範例たる規模を有する銀行と
してわざわざ名前を挙げられている点（上記イ）、また（同行がその一角を務めるものと自負
していた）「大銀行」のうち「規模のやや小さいもの」につきさらなる合併が志向されている
点（上記ロ）など、（2）b）にて引用した同行の「大都市部・拠点都市域店舗を選択的に充実
させることによるシンジケート銀行としての存続・発展」という企図にとり、不都合な側面を
も内包していた。
　すなわち上記統合ビジョンと「日銀の整理案」の兵庫県「第二段階」統合プランとから整合
的に導かれ得る神戸銀行の将来像は、神戸銀行が（字句どおり）「一県一行」の組成に参画し
「地方銀行」になる（少なくとも東京・大阪の大銀行とは一線を画し兵庫県にとっての「地方
銀行」的側面を保持する）か、さもなくば東京・大阪の大銀行と合併するか、という、端的に
は二通りの帰結であったろう。
　金融監督当局と監督される側の銀行との間にそもそも存する― 特にわが国において
は―情報の非対称性ゆえ、さらに戦時下ではいや増したであろう情報統制ゆえ、「日銀の整
理案」にせよ全国的統合ビジョンにせよ、神戸銀行も播州ほか合同3行も知りうる範囲に限界
はあったであろう。しかしながら他方、「一県一行」を「地方の実情に応じて弾力的に運用し
ていく」こと、そのために当該地域の実情を知り銀行経営者とも会う日銀各支店の支店長の手
腕に頼むところが大きい（逆にみれば彼ら支店長の評価ポイントともなる）こともまた、日本
銀行の基本スタンスであった（『日本銀行百年史』p.435、佐藤［2000］p.201など）ことから、
日銀の神戸支店長の側から情報・サインが発せられてもいたであろう。
　そのような環境下、次節以降で見るような銀行経営者と当局者との間、あるいは銀行経営者
相互間の駆け引きが展開されていくのである。
　先に1節の（2）・（3）において、「本論の検討視座1―銀行経営者における経済主体として
の自律性保持の程度」および「本論の検討視座2―『兵庫県における「地方銀行」の存続』と
いう理念の作用の如何」という2つの検討視座を提示した。
　次節以降での日銀アーカイブ資料にもとづく検討結果をやや先取りして申せば、日本銀行
は、片や神戸銀行、片や播州・兵和・全但3行の経営者たちの自律性をかなりの程度尊重しつ
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つも、このc）で述べてきたような日本銀行としての合同構想―具体的には神戸銀行を中心
とした全県一行の地方銀行（行名も「神戸」から変更）の実現―が「落としどころ」となる
よう、斡旋を重ねる。しかしながら、4行中で業容が突出し大都市型「シンヂイケート銀行」
たるプライドを有する神戸銀行の「自律性」は、対等な立場での合併（協議）や地方銀行化に
頑強に抵抗し続けた。そのため、1944年も残り少なくなっての合併協議では、「神戸銀行を中
心とした合併」と「地方銀行化」とが二律背反の関係となり、銀行間協議の進行を妨げ続けた
のであった。
３．1943年秋～1944年初：県下合同三行の合併中止の経緯
（１）時間軸的な経過概要
　本論の冒頭ならびに注1で記したとおり、本論は日銀アーカイブ資料「神戸、播州、兵和、
全但及福本五銀行合併関係書類」の「1」および「2」を主たる資料とし、同資料のタイトルど
おり5行の合併（1945年3月27日付）へと至る経緯を解きほぐすことを主目的としている。そ
れら資料群の第一葉（除、表紙）は、1943年10月28日付け日本銀行神戸支店二見支店長の渋
沢副総裁あて手書書状である（図表1の「番号」1［以下の文中では“#1”と表す］参照）。
　その#1の書状の趣旨は、図表1の「出来事・書類の内容等」の欄に記したとおり、「［播州・
兵和・全但の］3行合併を進めぬよう［大蔵省］船山普銀課長に申し述べた」というものであっ
た。以下本表は、おおむね#28から#30のあたり、時期にして1944年1月10日過ぎに至るま
で、大蔵省の「指示申し渡し」（#2）ならびに合併「覚書」の調印（#13）にまで至っていた3
行合併を、日本銀行側とりわけ神戸支店長席（その間、二見→門川の引継ぎも（10））が東・名・
神間を奔走して実質的に撤回（名目的には延期）させた、その経緯を表している。
　なお、日本銀行金融研究所から筆者宛送られてきた原資料にはデジタル写真の通番（本論で
は“葉”と呼称、図表1では右端の欄に表示）のみ付されており、書類・出来事ごとの「番号」
は筆者の判断で日時順に付したものである。
　また、たとえば#4の場合、11月22日付けの支店次長メモであるとともに、その中には11月
20日の出来事（船山普銀課長が本省にて播州・全但・兵和3行頭取に合併指示を申し渡し）が
記されている。図表1をたどれば、書状・文書等とともに出来事も日時順に知ることができる
よう、その出来事にも#2という書類・出来事通算の「通し番号」を付し、結果として「資料
番号-葉」“8304-007”は#4および#2に共通して記されている（後掲の同様の経過表すなわち
図表2・図表3についても作表方法は同じ）。
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図表1
合併までの時間軸的な経過表①
―播州・全但・兵和3行の合併中止の経緯―
“（○記載・添付）”は、当該行以外の番号○の項目に記された資料に記された出来事か添付文書であることを示す
「　」内は電報等以外は逐語的ではなく要約
“［　］”は当該資料にない情報の筆者補記、筆者の推定理由等
“【　】”は他の参考文献
【経過表①につき】次長等のメモで、冒頭の日付の行の直後に出来事が記されている場合“（同左か）”とした
番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
1943年
1 10月28日
（申述べ：左記
直前か）
二見支店長［直後に名古屋支店長］→渋沢副総裁「3行合
併を進めぬよう船山普銀課長に申し述べた」
8304-002～006
2 ― 11月20日
（4記載）船山普銀課長が本省にて播州・全但・兵和3行
頭取に合併指示を申し渡す【日銀百年史pp.437-438】
8304-007
3 11月20日
（聴取：
左記直前か）
（筆跡より推定）次長メモ：三行頭取への神戸銀行を含め
た合併意向の意見聴取結果
8304-025～029
4 11月22日 （来店：同左か）
次長メモ：三行頭取が来店し、上記船山課長の合併指示
の旨ならびに今後に関する挨拶
8304-007
5 （日付なし） 11月27日
次長メモ：考査局長より電話「船山普銀課長宛に公文に
て日銀側の意見を申し述べるべき」
8304-008
6 11月29日 ―
門川支店長［二見の後任］→船山普銀課長「神戸銀行を含
む合併が本来望ましい」【日銀百年史p.438】
8304-009～014
7 12月1日 （電話：同左か）
次長メモ：考査局長より電話「副総裁が銀行局長と面談、
今後大蔵省決定には異議申し立てず静観」
8304-030～031
8 12月1日 ―
考査局長→次長「（7の内容に加え）神戸銀頭取にも対県
知事等､ 政治的運動慎ませるよう」
8304-032～034
9 （日付なし）
12月3日
（写しを神戸支
店に手交）
二見前支店長→考査局長　転出に際し、県下銀行合同働
きかけの経緯等説明「（平時色なくなった）8月以降神戸
含め4行合同画策」、銀行間関係等に関して知る諸事情の
説明
8304-067～069
10 12月4日
12月3日
（打電）
支店長→考査局長「（当方は諫言したが）神戸銀頭取陳情
の結果､ 県知事から銀行局長宛､ 昨日打電」
8304-035～037
11 ―
（12月初～
7日頃）
（22記載）神戸銀頭取上京、総裁・大蔵大臣・銀行局長等
に陳情、大臣が局長に日銀支店長意見聴取指示
8304-047
12 ― 12月7日
（22記載）考査局長が二見前支店長に電話「銀行局長が貴
職の意見伺い希望、上京されたし」
8304-045
13 12月8日 ―
（26添付）三行合併「覚書」調印（各行重役会可決日は11
月26日～12月2日）（12月10日に写し大蔵省提出、との
メモ添付）*対等合併*新立銀行の名称は大蔵省一任
*本店は姫路市*昭和19年4月1日合併実行
8304-088～090,
107
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番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
14 ― 12月8～9日
（22記載）二見前支店長上京、総裁・副総裁より4行合併
強気推進を指示さる（考査局長にも同指示）
8304-047～049
15 ― 12月9日
（22記載）二見前支店長、船山課長と会見、4行案と「折
角自発的申出あった」三行案とで折合つかず
8304-049～051
16 12月10日 （電話：同左か）
次長メモ：二見前支店長が本店より電話「大蔵省は収拾
方法困惑、日銀は大合同推進方針に還る」
8304-041
17 ― 12月11日朝
（22記載、船山課長が二見前支店長に）「今朝も三行が陳
情に来たようだ」;（20記載、前支店長観測）「それに先
立ち三行が大蔵省宛に合併断行希望打電との由」
8304-052；055
18 ― 12月11日午後
（22記載）二見前支店長、船山課長と再度会見、課長「三
行合併談しばらく延ばし期限切り神戸銀の態度見よう」
8304-051～052
19 ― 12月11～12日
（22記載）二見前支店長、船山課長談を副総裁・検査局長
に報告。局長「今後本行は4行合併路線」
8304-052～053
20 12月13日 12月12日夕
次長メモ：二見前支店長より電話「考査局が船山課長に
4行合併推進申入れ、大蔵省三行合併延期」
8304-054～055
21 12月14日 12月14日
考査局長→支店長「船山課長に電話、年内は様子見との
こと。来春までに4行合併気運醸成を」
8304-042～044
22 12月14日 12月14日
次長メモ：二見前支店長より名古屋で聞取り（前支店長
からの情報は上記）
8304-045～053
23 12月1?日 ―
二見前支店長→考査局長　船山課長との話合の顛末なら
びに神戸・三行に関して知る諸事情の説明
8304-056～066
24 12月16日 ―
（26添付）兵庫県知事→大蔵大臣「神戸銀行を中心として
の四行合併の絶対的必要について」の意見書
8304-103～106
25 （日付なし）
12月21日
（申渡し）
支店長覚書「三行頭取に1月上旬末頃まで合併手続停止
申渡し」三行・神戸銀各々の事情・要求
8304-070～084
26 12月21日
12月21日
（申渡し）
支店長→考査局長「三行頭取に合併手続しばらく停止申
渡し」三行合併覚書と県知事大蔵大臣宛具申書各々の写
し同封
8304-085～110
1944年
27 ―
（訪問：新年
早々か）
（25記載）八馬頭取、岡崎会長と日銀神戸支店訪問、4行
合併に向けての協力姿勢示す
8304-084
28 ―
（訪問：1月10日
または直前か）
（30記載）支店長、上京し船山課長訪問 8304-117
29 1月10日 ―
考査局長・支店長（連名報告）→総裁等「大蔵省は3行合
併取消し応ぜぬが実行しばらく見合せ。その間に4行間
の機運情勢、神戸銀役員交代も」
8304-113～116
30 1月12日
1月12日
（申渡し）
支店長→船山課長「三行頭取に合併の件しばらく延期申
渡し、先方諒承。大同団結機運を県庁とも連絡し醸成し
たい」
8304-117～118
31 1月12日 ―
支店長→考査局長「三行頭取に合併の件しばらく延期申
渡し、先方一応諒承、本行本店挨拶意向も。大同団結機
運を各方面と連絡し醸成したい」
8304-119～120
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番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
32 ―
1月25日を基準
に「過日」
三行頭取大蔵省に「出頭」、銀行局長は3名の話に「諒得」
し、三行合併実行可能性、県知事働きかけも」
8304-122
33 1月25日 ―
兵和銀須藤専務→同小笹取締役「28日に特別常務会・役員
会開催、出席請う。他役員間に三行合併推進継続機運も」
［これら2名は神戸銀出身でない【神戸銀行史p.222】］
8304-121～123
*「出来事・書類内容等」欄について：
 「A→B」はA氏からB氏宛の文書であることを示し、それに続く「　」内は内容の概略
 「A（***）→B」はA氏からB氏宛の***形式の通信・文書等であることを示す
 「銀行局長」･「普銀課長」…大蔵省の銀行局長・普通銀行課長（単に「課長」とも称す）
 「支店長」･「次長」…日本銀行神戸支店の支店長・（支店）次長
 その他「副総裁」等の役職は原則として日本銀行内の役職
**「日銀アーカイブ資料」欄について：
 「8304-2」等は日銀アーカイブ検索番号（本論注1参照）と当該資料内の葉番号
*** 2番・6番の付記の「日銀百年史」は、『日本銀行百年史』
出所：日銀アーカイブ資料にもとづき筆者作成
（２）経過表①の諸資料中の着目すべき内容
a）日本銀行側が三行合併に強固に反対した理由
　前述したとおり、上掲図表1（以下「経過表①」とも呼称）に表されているのは、大蔵省の
「指示申し渡し」にまで至った三行合併を、主に日本銀行側が東奔西走して実質的に撤回させ
た、という特筆すべき出来事―『日本銀行百年史』p.438にも#6の書状が半頁強にわたり引
用されていることからも同行の歴史上も特筆すべき―である。したがって、まず、前節（4）
で見た日本銀行としての合同構想との関連で、なぜ日本銀行側がこの三行合併の撤回に強くこ
だわったのか、という視点から考察する。（なお、1節（3）にて前言したとおり、「三行」とは
播州・兵和・全但の3銀行を併せ呼ぶ語として用いる。）
　前節（4）で見た日本銀行の銀行合同構想を、経過表①に表された1943年10月末以降という
戦時局面―「産業が決戦色を帯び」、「重点産業に対してはさらに集中的に資金を注入し遮二
無二隘路を突破しなくてはならなかった」（日本銀行調査局特別調査室［1948］p.249）まさに
そのような時期（11）―に照らして整理し直せば、下記のようになろう。
　1）地方銀行については、大体東海・神戸・芸備の各行程度の規模を目標とし、地方銀行30
行程度への統合を実現　（前節（4）b）にて引用の全国的統合ビジョン）
　2）東京・大阪における大銀行も規模のやや小さいものは適宜合併統合を行わせ、さらに大
銀行相互の合併にまで誘導　（同上）
　3）神戸銀行をも含め県下一行となすことも考慮（前節（4）a）にて引用の「日銀の整理案」）
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　　 （上記「考慮」の前提、「統制経済の進展」という条件は既に満たされている、として）
　1943年秋という時期における、兵庫県下の銀行合併の青写真にかかる日本銀行の当事者の考
え方が明確に表されているのは、経過表①の#9、二見前支店長から一万田考査局長への神戸
支店離任に際しての書状（県下銀行合同画策経緯・現況や県下銀行間関係等の説明）の中の以
下のくだり（8304-068［日銀アーカイブ資料番号－その中の「葉」番号、以下本論において同
じ］）であろう。
四、もちろん当方としてもこの6、7月頃まではまず三行合併、やがて大合同という平時の
定石で行くつもりで現に昨年頃貴局へ差出した「県下銀行整備方針」にもその旨申し上
げおり（その趣旨は、大蔵省へ貴局より通報ずみ）たるも、その後の情勢急変に対応し
て小銀行の新設は面白からざればしばらくこのままに◇しおき（格別の実◇がないのだ
から）神戸への合同に梶
かじ
を向け◇えていたところにこれあり。これは貴兄とはたびたび
書面また電話にてもお話合いずみ、舟山君にも話してあったことに御座候。
（“◇”は判読難の文字、以下同様）
　すなわち、日本銀行神戸支店は本部とも連絡しつつ、1943年8月ごろ上記の「3）神戸銀行
をも含め県下一行となす」方向へと方針転換したということである。そしてその旨は大蔵省舟
山普通銀行課長にも「話してあった」という。
　三行だけの合併に反対する理由としては、上記書状にも「その後の情勢急変に対応して小銀
行の新設は面白から」ず（12）とあり、前掲の1）の全国的方針（東海・神戸・芸備クラスの規模
の地方銀行30行程度への統合）と背馳する、ということであろう。加えて、『日本銀行百年史』
にて既に活字化されている#6の書状には、次のように今後の合併勧奨プロセスにとり具体的
妨げとなろうという理由も挙げられている。
［前略］右は県下に新なる一地方銀行の独立を認むる形となり、或は却って神戸との競争を
激しくして相互疎隔を招く虞も可有之、延いて全県一丸を目途とする整備方針実現にも遅
延を来すことあるべき様存ぜられ…　（『日本銀行百年史』p.438、字句も同史のまま、日
銀アーカイブでは8304-012所載）
b）大蔵省側が三行合併を認めた理由
　日本銀行側が上記のように兵庫県下の銀行合同方針として「全県一丸」に「梶
かじ
を向け」てい
たにもかかわらず、大蔵省は三行合併を認め、銀行監督当局間で齟
そ
齬
ご
がなぜ生じたのか。先に
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その「四」を引用した#9の資料の「一」（全文）および「二」（冒頭部分）には次のように記
されている。
一、神戸への一筆合併は実際問題として従来三行の歩調一致仲
ママ
々に急速には参り難き空気
なりしゆえ、当方としては漸進主義で進み各個撃破で段々に口説き落しを策しいたる次
第なるが、いよいよ、となった時には大蔵省と本行とが気合一致して強
ママ
力するにあらざ
れば実効は収め難きこと明らかなり。今回のごとく大蔵省が既に「三行合併」で火蓋
ぶた
を
切ってしまったからには、今さらこれを「神戸への合併決行」に切り替えることは到底
これ◇◇。また大蔵省にその気持ちもなかるべし。舟山君は小生に「当分の現状静観」
を約束したるも、下僚からの話に動かされたるべく、またその根底においては「拙速主
義」を採ることに変じたるなるべし。さらにその根底に 遡
さかのぼ
りては例の「反神戸熱」が
横たわっていること、否み難し。
二、既に火蓋
ぶた
の切られたる今日では三行は共同戦線を張りて「大合同」には極力反対すべ
く、いわんや今度は大蔵省がlookしてくれているのだから頗
すこぶ
る腰を強くして向かいてく
ること決定に候［以下、略］（8304-067）
　上記引用文によれば、銀行合同の推進のためには日銀・大蔵両金融当局の「気合一致」と
（強い）協力とが必要なのにもかかわらず、今回は大蔵省が日本銀行の同意を得ぬまま「拙速」
な行動に出たこと、その「根底」には三行側の「反神戸［銀行］熱」が横たわっている、とい
うことである。その大蔵省の「拙速」な行動の経緯について、#22の（梅野）次長メモ（13）（日
銀名古屋支店における二見前支店長からの聞き取り）には以下のように記されている。
一、三行合併談に関し今までの経過は左のごとく推移したりたるものなり
イ　大蔵省（舟山課長）の説明によれば「大体銀行合併においては大蔵大臣もしばしば言
われたるごとく強制はせぬ。しかし当事者が自発的に統合せんとする場合にはこれを認
めるという態度なるところ。今回三行が自発的に合同の意志を申し出来たりたるにつき
これに諒解を与えたるものなり。右三行合併は今春以来の懸案にて、かつ三行を合併せ
しむる案は日本銀行との間の打合せ事項たりしもので他案の話もあったが、この三行合
併案も切れたものでもないので宣しかろーと言いたものである。なお合併手続のため近
く検査官を派すべき旨を三行に言いたわけだ」と謂
い
うにありたり。（8304-045～046）
　［日銀総裁「三行合併不可」の意を受け、12月9日二見前支店長が出向いて舟山課長と
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会談］［二見］「過般支店長会議に上京の際打合せのごとく四行合併に持ってゆくように
考え工作しつつありたるものなり。しかし今は客観情勢はそれほどに迫っておらずいず
れ神戸銀行の地方銀行的性格が瞭
はっ?
きりするのがチャンスと考えそれまで待ったらいか
がかと思っておりたり。今回の三行合併談は明らかに策謀があり。小林［兵和銀副頭取
（14）］、広田［播州銀常務］等主動なるべし。全員が自発的だとは認められず。真に自発
的なるものならば日本銀行に諒解を求めて来るはずなり。何らの挨拶なり［｡］かかる
ことをやるについては私としては小言を言う義務がある。」
　［中略］［舟山］「私が頼んだのではない。向うからやって来たのだ。二見さんと先般打
合せしたが、三行合併案も切れてはおらない。宣しかろーと返事をしたのだ」と従来と
同様の話ありたり。なお懇談中に「三行合併は返事を与えたるゆえ困った状態だ」「神
戸銀行の性格は普銀なりや地銀なりやはっきりせぬ［「せぬ」の上に条線］近くどちら
かに片づけられぬ」「客観情勢迫っておらぬかも知れぬが銀行整備の方針からすれば合
併できるところからやりたい。いわんや自発的に申し出て来たのだから」「神戸銀行の
言うことばかり聞いて三行を押えることになりては公平でない」等の話もありたり。　
（8304-049～051）
　上記引用文によれば、大蔵省側は日銀側の「県下一行となす」方針とは異なり、「日銀の整理
案」中の「本店銀行を［合同三行主体の合併行ならびに神戸銀行の］2行とすること」も「切
れたものでもないので宣しかろー」との認識であった、ということである。（「兵庫県が広大な
『地方部』をもつ『大県』であるから地方銀行同士の大同合併による地方銀行の存続を認める」
という播州銀行の主張［2節（3）a）参照］も背後にあるのでは、と推察されるが、資料上は
そのような論拠は表われていない。）
　また、文面上もう一つ明確なのは、「銀行合併においては強制はせぬ方針のもと、自発的に
申し出て来たことは好ましく、銀行整備の方針からしても合併できるところからやるのは当
然」という理由づけである。1節（2）において「本論の検討視座1」として、「『非常時』にお
ける『国家的強制力』の影響下（1942年5月『銀行整備令』など）のもとで、銀行経営者の銀
行業を担う経済主体としての自律性がどの程度保持されていたのか」という視点を掲げた。そ
れとの関係で、日本銀行よりもさらに最終的な「整備」権限を握る大蔵省側が、「強制はしな
い、銀行側から合同を申し出てくれば幸い」というスタンスを表明していることは、興味深い
事実であろう。
　もっとも、日銀二見前支店長の側が上掲の舟山課長の釈明を額面どおり受け取ってもいない
節もある。先に引用した#9の、その「三」には、大蔵省側が三行に三行合併談の進捗につき
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日銀側へ伝えないよう口止めをしたのでは、との疑念も表されている（15）。それに照らせば、前
掲引用文中の同課長の「（三行合併でも）宣しかろー」（「ろー」は原文のまま）という発言が
一見軽い調子で表記されているのも、大蔵省側が一種とぼけている（三行側に働きかけてもい
るのに受身をあくまで装っている）というニュアンスを込めているようにも解せられる。
c）日銀神戸支店の4行合併周旋が進捗しなかった人間関係的な理由
　三行合併の実質的な意思決定主体が三行側であったか大蔵省側であったかは結局定かでは
ないが、少なくとも、三行側が先のa）にて述べた日本銀行の銀行合同構想、すなわち神戸銀
行を含めた合併を嫌っていたのは事実のようである。
　先にb）にて引用した#22中の二見前支店長の発言には「今回の三行合併談は明らかに策謀
があり。小林、広田等主動なるべし。全員が自発的だとは認められず。真に自発的なるものな
らば日本銀行に諒解を求めて来るはずなり」とある。しかしながら他方、同じく引用した#9、
二見前支店長から一万田考査局長への神戸支店離任に際しての書状には、以下のとおり「三行
側が神戸銀行を含めた合併を嫌がるのももっともだ」との所感も綴られているのである。
五、［前略］元々三行が神戸［銀行］への合併になかなか乗ってこない素因は何というも
神戸の「不徳」によるところにこれあり。近来三和［銀行］のやり方には本行から見て
往々眉をひそめしむるものありといえども、どうしても三和に行きたいという小銀行が
一、二に止まらざるものあるは（小生京都時代の山城八幡［銀行］、乙訓［銀行］もその
一つ、最近には例の神戸湊西［銀行］）やはり三十四［銀行］以来の三和の親切、平素
からの徳化によるものと存ぜられ、この点は小生機会を捉えては神戸◇［一行不明（16）］
ぬ気持は決して小生にも解らぬことにはなく御座候。岡崎［会長（17）］、八馬［頭取副］、
牛尾［副頭取］の陣容では地方銀行がなついてこないのは無理からぬものこれあり候。
［以下略］　（8304-068～069）
　引用文中の三和銀行の地方銀行との関わりについては、前稿以来しばしば引用してきた佐藤
［1991］にも事象としては紹介されているが、二見前支店長が「本行から見て往々眉をひそめし
むるものありといえども」と述べる一方で「神戸の『不徳』」との対比で「三十四以来の三和
の親切、平素からの徳化によるもの」と評価していることは、同論考の知見をいわば「リレー
ションシップ」的に補完するものであろう。
　その二見前支店長の見解はまた、先にb）にて引用した#22中の舟山銀行局長の発言「神戸
銀行の言うことばかり聞いて三行を押えることになりては公平でない」と併せ、戦時統制ピー
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ク期の銀行監督当局者にあっても、監督される側しかも中小の地方銀行経営者たちの恩義心や
感情に対する顧慮が存していたことをも、窺わせる。これもまた、「銀行経営者の経済主体と
しての自律性」（本論の検討視座1）につき、それを大蔵・日銀当局も基本的には認めていたこ
との表れであろう。それとともに、たとえ戦時統制のもとにあっても、合併構想関与諸行の重
役陣同士の人間関係的側面が当該合併構想の成否に影響を及ぼすことがあり得た、ということ
でもあり、本論でもそのような人間関係的要素に関し処々で言及することになる。
　本論の1節（1）の末尾にて前言したように、出来事や交渉の子細を逐次記すことは一論考の
紙幅の許すところではなく、基本的には経過表①の記載にとどめたいが、日銀神戸支店・神戸
銀行・兵庫県庁側が大蔵省側に三行合併撤回を重ねて働きかけた結果、概ね1943年12月10日
頃には同合併は「延期」（実質は撤回）の運びとなった。
　程なくして、同表#21の「出来事・書類内容等」の欄に記したように、考査局長は「舟山局
長としても苦肉の策的に年内は様子見とのことなので来春までに4行合併気運の醸成を」との
趣旨の書状（同14日付）を送り、門川神戸支店長はボールを投げ返されたかたちとなった。
d）「地方銀行」三行と「都市銀行」神戸銀行との経営ビジョン・組織体質等の相違
　上記c）「4行合併周旋が進捗しなかった理由」に含めて述べてもしかるべき、4行合併の妨
げの大きな要素となっていたのが、三行・神戸銀行の地方銀行・都市銀行という性格的相違で
あった。この点は「兵庫県において『地方銀行』の存続をという理念の作用」という「本論
の検討視座2」（1節（3）参照）との関連で別途このd）で述べ進めるが、紹介する資料の中に
は上記c）にて扱った三行経営陣側の人間関係的・主観的要素に関する記述も処々に表れるた
め、それら要素にかかる検討も引き続き行うことになる（付言すれば、銀行経営陣の資質もま
た「地方銀行」的諸要素の一つでもあろう）。
　c）の末尾で述べたように「合併推進」というボールを投げ返された門川神戸支店長は、#25
の「門川支店長覚書」を（想像するに、鋭意）詳細に記した（18）。それは、今般の三行合併中止
の経緯から三行側が神戸銀行に対していだく不信感等と四行合併実現に向けての対処策（含、
神戸銀行側の要望）までを包括的に整理したもので、三行側・神戸側双方の見解等は#3の頭
取ヒアリング等を反映しており、情報的価値が高い。
　その支店長覚書のうち、このd）の見出しに掲げた「役員陣・経営の性格的相違」（片や都市
銀行的、片や地方銀行的）を見るうえで関連性の深い「（第二）三行側において三行合併する
主張、四行合併に反対する理由」、「（第三）四行合併に対する三行側の要求」、ならびに「（第
五）四行合併に対する神戸側の態度」の要点を以下に記す（かぎ括弧部分［原文どおりだが2
節（1）に記したように表記法は現代式］以外は要約であり、意味が通りやすいように言い換
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えた語句もあり、また句読点はおおむね引用者による）。
「（第二）三行側において三行合併する主張、四行合併に反対する理由」
「（一）神戸銀行の経営方針について」［“＊”は引用者、（二）以下につき同様］
　＊三行が普通銀行統制会会員行たる神戸銀行に合流すれば、郡部店舗は単なる預金吸収
店となりその資金は中央に放資され、「地方金融は円滑を欠くに至るの恐れあり」。
　＊他方、三行合併の場合、純然たる地方銀行、しかも経営状態・規模が似た同士の合併
であり無理なく進もう。規模の拡大により信用が増した「本当の意味の地方銀行を作
ることは兵庫県のごとき大県にしてかつ大都会と広大なる郡部との両面を具有する
ところにおいては必要」である。三行の合併行と神戸銀行との競争も神戸市内等の
［既存の］競争に比すれば大したことはないであろう。
「（二）神戸銀行の重役陣について」
　＊「大資本家」然とした役員席に合流しても事実上の発言権なく程なく退任を余儀なく
されるのではないか。
　＊重役陣が都会出身で「地方金融に理解乏しく真に地方金融を発展せしめんとする熱意
乏し」。加えて「三巨頭」［岡崎会長・八馬頭取・牛尾副頭取（19）］は互いに所有株数の
多寡を競い、そのような重役陣に加わっても下位に置かれるだけでつまらぬ。
　＊それに比べ、三行の重役同士は資産・勢力等も大体均衡し、かつ昨年6月「三行会」
成立以来たびたびの会合により気心も知れている。
「（三）神戸銀行の態度について」
　＊神戸の三行に対する態度は「どうせ三行は田舎小銀行にして当然神戸へ吸収さるべき
ものなりとして何となく見下すがごとき風」あり。加えて、兼ねてより［兵和の］親
銀行としての態度に欠け、［両行が競合する］郡部において「相当競争的態度に出た
る」こと。
　　（［支店長所見括弧書き］［それに相当する出来事もあるが］町金庫の奪い合いなど「ど
ちらもどちらの感あるが」。「総じて神戸側に心理的に三行を引き付けるだけの徳のな
きことは争うべからざるところなり」。）
「（四）行員ならびに取引先の意向」
　＊三行側の行員は「土着のもの」多く職位を喜ばず、採用基準も学歴より「身持・信用等」
を重視。神戸と合併すれば重役との親密さを保つことができないうえ、神戸側の学校出
身者に押され下積みに終ろう。したがって行員には神戸への合流に反対する者が多い。
　＊取引先も、神戸への合併による審査方式の変化や経費算定の変化で不採算と見なされ
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る店舗多数の廃止を懸念し、合併を喜んではいない。
「（五）神戸銀行の今回の運動の悪影響」［このくだりは門川支店長の所見］
　＊元々、三行合併は大蔵省の勧奨というより一部の役員同士の合意から話が進み覚書ま
で進捗した［自主的な］もの。それが「突如その進行を阻止せらるるは全く神戸側の
政治的運動による」ものと［三行側に］解されており、［三行の役員間の］反神戸の
勢力を高めてしまったようだ。
「（六）三行重役の地位、体面の問題」［このくだりも門川支店長の所見］
　＊以上が「四行合併反対の基調」であるが、加えて三行合併ならば現重役の半数は新銀
行に［重役として］入れるのに神戸との場合ならばせいぜい二三名に過ぎないだろう、
ということもある。大蔵省が◇嘱しただけに「これに賛成せざれば所
いわ
謂
ゆる
バスに乗り遅
れ新重役に入ること困難となるべしとの考え方より当初反対申立ての者も全員賛同
するに至る形跡あり」。
　＊三行合併を「主唱」してきた播州側の重役および意図的に彼らと「策謀」してきた他
二行の重役は、「特に強く三行合併に執着し」ているが、彼らの中にも「合併談がこ
う直進したるに今さらこれを変更すれば他の重役特に他行の重役に対し立場上困る
という程度の者もあり」。
「（第三）四行合併に対する三行側の要求」［イロ等は原文のまま］
　イ　「神戸銀行を経営方針を変えこれを地方銀行化すること（普通銀行統制会より脱退
し名目上地方銀行となるのみならず事実上においても地方銀行に重きを置くこと）」
　ロ　三行の重役を［新銀行に］入れ、三行の設立地に設ける［地方］統括店の監督の任
に当たらせること
　ハ　「神戸銀行の現重役陣を相当改造し一人の指導者統裁のできるよう一元化を計ること」
　　（「三巨頭を全部退位せしめ」他の第三者に代えられれば「さらに結構なり」）」
　　［以下は門川支店長の所見］三行側が「さしあたり表面上」主張するのはこれら3点
であるが、「右は実現不可能を見越して体裁の良きことを主張せるにとどまれる嫌い
なきにあらず」。四行合併反対の本当の理由は、前述のとおり「人の問題［､］感情の
問題」にあるため。仮に右3点が全部満たされても「ただちにおいそれと四行合併に
乗ってくるか否かは多少疑問」であり、「殊
こと
に三行合併の策謀者たる播州側これを然
りとす」。
「（第五）四行合併に対する神戸側の態度」［“イ､”“ロ､”等は原文のまま］
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　イ､ 三行合併が「仮合併」で神戸への合併を条件とするとしても、それには相当の時間
を要しようし状勢による変化もあるかも知れないので、この際四行合併を切望するこ
と
　ロ､ 四行合併は「新立合併とせず神戸への吸収合併とすること」
　ハ､ 神戸銀行は「遠い将来は別として当分は兵庫県人をして主宰せしむること（三巨頭
の一人をして主宰せしむる意なり）」
　ニ､「普通銀行統制会の退会は別問題とし」、「地方金融の円滑を計る」こと、統括店を
設け三行重役に担当させることは異議なし
　ホ､ 三行から入る重役については、大蔵省・日銀に一任すること
　ヘ､重役改選については、八馬は退位差し支えないと申しているが真意ではない。牛尾、
住吉［専務］は、岡崎忠（20）を取締役または岡崎［会長］の態度いかんにより常務に入
れ、その代わり岡崎［会長］を引退させることが最上で結果として［三巨頭でなく］
一頭体制となろう、四行合併の問題を離れてもこれが実現すれば大変良い、と述べて
いる。
　ト､「岡崎の態度」［あえてこの表題を記し、改行］新年になり八馬が岡崎と［日銀神戸
支店を］訪問し、従来の経緯を報告。前記イ、ロ、ハ、ニ、ホ、の諸点については
［岡崎も］すべて賛成したこと、神戸として譲るべきは譲り、［八馬・岡崎］「お互い
神戸側の［三行に対する］態度についてもよく考えよう」と「従来になく友好的口調
に出でたる」由
よし
。
（（第二）～（第五）、8304-073～084）
　以上紹介した門川支店長覚書の内容のうち、三行側の見解に関する叙述が、実際にはかなり
の割合を占める。その中で「兵庫県において『地方銀行』の存続をという理念の作用」（本論
の検討視座2）との関係が直接的であるのは、「（第二）三行側において三行合併する主張、四
行合併に反対する理由」の「（一）神戸銀行の経営方針について」および「（四）行員ならびに
取引先の意向」の記載内容であろう。
　そこには、先に2節（2）a）に記し同（3）a）にて検討した播州銀行の「速やかに県下を一
丸とする（神戸銀行以外の諸行の）大同団結をなし大県たる本県の地方部を担当するに適する
地方銀行に進展せしむべき」との主張とおおむね同じ主張が表されている。（また、同覚書の
「第二」（六）、「第三」末尾［支店長所見］、さらに斜線抹消された「第四」［注18参照］、加え
て経過表①の他の資料では#3・#23などからは、三行合併の推進主体は播州銀行側であり、特
に大西頭取は「三行合併」の主張の言説面での主柱的存在であったことが知られる。）
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　また、同覚書の「（第三）四行合併に対する三行側の要求」において、4行合同化後の銀行
（すなわち実質的「一県一行銀行」）の地方銀行化ならびに地方統括店制度の導入を求めている
ことも、「兵庫県において『地方銀行』の存続を」という要望の表出と解される。
　しかしながら他方、その同じ（第三）において、門川支店長は「右は実現不可能を見越して
体裁の良きことを主張せるにとどまれる嫌いなきにあらず」、「四行合併反対の本当の理由は、
人の問題、感情の問題にある」との所見を付記している。そのことから、「地方銀行の存続を」
という三行側の要望の真摯さの度合い、ならびに先のc）で述べた「人間関係的な理由」との
相対的軽重につき、断じ難い面もある。事実、同支店長は本覚書の相当部分を関係銀行（特に
役員陣）の人間関係的側面に充てている。
　その役員陣の人間関係的側面に日本銀行の支店長がかくも腐心していたこと自体、「本論の
検討視座1」すなわち「銀行経営者の経済主体としての自律性」（今の場合、地方銀行経営者に
みられる自己保全へのしたたかな執着［佐藤［2000］p.177］）への「平時」同様の配慮が、戦
時体制のピークのようなこの時期においても存していたことの一証左といえよう。
　そしてそのような「自己保全へのしたたかな執着」は、「地方銀行」よりも組織的に卓越し
た「都市銀行」であることを自認していた神戸銀行の役員陣にも―先のc）で引用した二見
前支店長の「不徳」の指摘ならびに門川支店長覚書の（第二）の「（三）神戸銀行の態度につ
いて」などからすれば「神戸銀行の役員陣にこそ」と言うべきか―どうやら存していたので
あった。
　それとの関連で、4行合併へのさらなる障害となったのは、次のe）で述べるように、その
神戸銀行の経営スタイルにかかる自己保身すなわち「都市銀行」として存立し続けることにつ
き、播州銀行の大西頭取そして門川支店長あたりも懐疑的であったことである。
e）神戸銀行の4行合同案ならびに「都市銀行」としての存続可能性の問題
　本節の検討対象である、県下合同三行の合併中止の経緯のはじめの時点（1943年10月、経過
表①参照）において、既に神戸銀行側の態度は4行合同推進派であった。そのため、d）で紹介
した門川支店長の覚書においても、神戸銀行側の4行合同にかかる注文事項は「（第五）四行合
併に対する神戸側の態度」に見られるよう、役員人事を除けば少なく、一見したところ（やは
り役員人事を除けば）同行のスタンスは日本銀行側と平仄が合っているかのようにも見える。
　4行合同に関する神戸銀行のスタンスは、経過表①の#24「神戸銀行を中心としての4行合併
の絶対的必要について」の意見書（兵庫県知事の大蔵大臣宛書状に添付）（21）に一層詳しく、以
下にその骨子を記す（下線［波線］は引用者）。
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現下金融統制の目標は同業一体の精神をもって互いに無用の競争を排除し決戦下貯蓄の
増強に寄与するとともに低利なる生産拡充資金を供与し併せて円滑なる国債の消化を図
るにあるは論なきところに御座候［｡］この見地よりすれば三行のみの合併は 徒
いたずら
に県下金
融界に波瀾
らん
を生ずるのみにして意義少なきものにあらずやと思料せられ候
すなわち
（一）三行のみの合併は神戸銀行との間に無用の競争を激化せしむるおそれ多分にこれあ
り候
 ［内容略］
（二）三行のみの合併は決戦下何らの人的物的節減を期し得ざるものに候
 ［内容略］
（三）三行のみの合併は決戦下金融機関としての基盤の強化に役立ち得ざるものに候
 三行はいずれも地方銀行として預金原価は神戸銀行に比し高率を示せるのみならず、資
金の運用また貸出部門の貧困と国債利回の低率とにより良好ならず［｡］したがって収
益率は神戸銀行に比し一段と低位に候［｡］したがってたとえ三行合併するもこの傾向
は更
あらた
まることなく信用力強化もまた充分なりとは申し得ざるべく候　［以下略］
（四）当県として少なくとも預金十億円以上の中心銀行は必要に候
 六大府県の一に列せらるる当県としては他府県との対抗上少なくとも預金十億円以上
の中心銀行を絶対必要とするものに御座候
 単に三行のみを合併せしめて神戸銀行と対立せしめ蝸牛角上の争いを繰返さしむるこ
とは本県の威信に関するものと思考致し候［｡］神戸銀行は都市銀行に属するをもって
地方銀行たる三行と合併するは理論上経済上正鵠を失するとの論をなすものこれあり
と候えども神戸銀行がさきに丹波地区における百三十七、中丹、丹和各行の営業を譲り
受けたる例を見れば必ずしも正当ならず［｡］なお大阪における大銀行が最近同府内に
地方銀行を分割買収したる事例これあり候
（五）県下地方金利の引下げならびに調整を可能ならしむべく候
 ［内容略］
（六）経済関係ならびに地方人にとりむしろ神戸銀行と合併せしむるをもって得策なりと
思料せられ候
 由来神戸銀行は郡部に支店網を扶植しきたり伝統的地盤を有するをもって三行を吸収
するも何ら地方人に不便を与えざるのみならず…［中略］…現在のごとき配給組織の下
においてはむしろ合併により新たに神戸銀行の支店となるべき店舗と取引関係を結ぶ
を至便とすべく…［以下略］　（8304-104～106）
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　この意見書には三行側が求める神戸銀行の地方銀行化や地方金融円滑化のための組織的手
当ては全く言及されておらず、むしろ、（四）のように神戸銀行が都市銀行であり続けること
を前提にしたかのような記述、また、（四）・（六）のように神戸銀行を含む合併行の規模の大
きさや県都神戸との結びつきの重要性の強調が目立つ。そのような記述スタイルは、先に2節
（2）b）に記し同（3）b）にて検討した神戸銀行の「地方銀行」観と相似ているとともに、本
段のd）にて引用した門川支店長覚書の「（三）神戸銀行の態度について」にある、三行側の
「神戸の三行に対する態度は『どうせ三行は田舎小銀行にして当然神戸へ吸収さるべきものな
りとして何となく見下すがごとき風』あり」、との問題を緩和しうるものではないように見受
けられる。
　また、日本銀行側から見ても、神戸銀行の地方銀行化如何を等閑視するかのような上記意見
書は、問題を含んでいたと思われる。すなわち、2節（4）b）で検討したように、当時日本銀
行が有していた全国的な銀行統合ビジョンと「日銀の整理案」の兵庫県「第二段階」統合プラ
ンとから整合的に導かれ得る神戸銀行の将来像は、端的には以下のいずれかであったと考えら
れる。
　1）神戸銀行が（字句どおり）「一県一行」の組成に参画し「地方銀行」になる（少なくとも
東京・大阪の大銀行とは一線を画し兵庫県にとっての「地方銀行」的側面を保持する）
　2）神戸銀行が「一県一行」の組成に参画せずして、東京・大阪の大銀行と合併する
　1944年の夏以降の日銀神戸支店の4行合併案は、当然にして上記1）を内包していたはずで
ある。それからすれば、既に先のd）にて見た門川支店長の覚書の「（第三）四行合併に対す
る三行側の要求」（神戸銀行の地方銀行化ならびに三行重役による地方統括店の監督）もまた、
もっぱら三行側の要求というよりは日銀神戸支店側の意向とも摺
す
り合わせた上でのものだっ
たようにも思われる。
　実際、日銀神戸支店の二代の支店長（二見・門川）はとりわけ「三行合併騒動」ののち、三
行側との意思疎通― そして三行側の言い分も日銀として首肯しうる点は受け留める― に
も留意していたようであり（22）、経過表①の#23（二見前支店長から考査局長宛の神戸・三行に
関して知る諸事情の説明）の中の次のくだりなどに、それは表れていよう。
三、なお播州が神戸への大合同につき従来逡巡の色深きことの一因としては神戸銀行の前
途・帰趨に対する顧慮（神戸がいずれ大阪［の］銀行と合併するならば播州はこのまま
自立し居るほう［が］将来も地方銀行として残存して行かれるとの考え）に加え［､］神
戸銀行首脳部に対する一種の不信感（その銀行家のみをもって経営せらるる［という経
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営トップが明確な］銀行への合同ならば安心して合流する気持になれるがとの考え）存
し居ることにして［､］この点は神戸銀行としても今後にわたり冷静に自制善処を要す
ることなるべし。　（8304-064～065）
　本論においては、より大局的な社会・経済的環境への言及には主眼を置かないものの、時あ
たかも、戦時末期の都市空襲激化期に差し掛かろうとしており、1943年10月に大蔵省は、全
国金融統制会を通じ半強制的な店舗疎開対策を要請していた。神戸銀行でも1944年4月には三
宮・有馬道・柳原・三宮駅前等の「有力店舗」を「断腸の思い」で廃止し（『神戸銀行史』pp.
279-80）、また他方1943年央より「海上輸送ほぼ麻痺」の状態に陥るなど（同pp.167）、非常
時のこととは言え、同行の行勢にも神戸の市勢にも明らかに翳
かげ
りが差していた。
　そのような中で、前述のように三行側に「どうせ三行は田舎小銀行にして当然神戸へ吸収さ
るべきものなりとして何となく見下すがごとき風」と受け取られる態度を神戸銀行側が継続す
ることは、交渉戦術的にも得策ではなかったであろう。また、上記のような情勢に照らしての
筆者の推量ではあるが、空襲にさらされる戦時がどれくらい続くのか予測し得なかった当時、
交渉相手（三行側・日銀神戸支店長［ちなみに門川支店長も農村県宮崎の出身（23）］）の側とし
ては、空襲に対して脆
もろ
い大都市部ではなく相対的に広大な農村部を重視する地方銀行の存在が
重要、との思念もあったのではなかろうか。
　そのような思念の存否はともかく、合併交渉過程の次なる局面は、門川支店長が播州銀行大
西頭取に対し「君らの希望条件が全面的に受入れられる場合でも合併に反対するのか否や」と
言明することから始まることになる。
４．1944年初～1944年9月初旬：5行合併「合意」発表に至る経緯
（１）時間軸的な経過概要
　前節冒頭の経過表①（図表1）に続く本表（図表2）は、1944年3月下旬から同9月5日まで
の約半年間にわたる、神戸銀行、播州・兵和・全但の「三行」、ならびに福本銀行（神戸銀行
の子銀行）の5行の合併「合意」（「申
もうし
合
あわせ
」調印）とその発表までの過程を、日銀アーカイブ資
料「神戸、播州、兵和、全但及福本五銀行合併関係書類」の「1」（図表1所載のものの続き）
に基づき一覧表にしたものである（以下「経過表②」）。なおここで、5行の合併「合意」とわ
ざわざ括弧書きを用いたのは、前稿後編p.40でも述べたように同「申合」調印後の合併協議
委員会においても紛糾が続いたがゆえである（その模様に関しては次節で取り扱う）。
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図表2
合併までの時間軸的な経過表②
―神戸・播州・全但・兵和・福本5行の合併「申合」調印までの経緯―
“（○記載・添付）”は、当該行以外の番号○の項目に記された資料に記された出来事か添付文書であることを示す
「　」内は電報等以外は逐語的ではなく要約
“[　]”は当該資料にない情報の筆者補記、筆者の推定理由等
“【　】”は他の参考文献
#20の“263-2”は263の
次葉、その次葉は264
番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
1944年
1 ― 3月23日
（20記載）支店長→播州銀頭取「君らの希望条件が全面的
に受入れられる場合でも合併に反対するのか否や」
8304-263
2 ― 3月29日
（3記載）船山普銀課長来神（県金融協議会総会列席）の
折、県下全銀行合併工作の状況説明
8304-127
3 3月30日 ―
支店長→考査局長「兵和・全但・香住大筋合意。播州と
神戸が各々合併条件提示、両行への説得工作が鍵」
8304-124～127
4 ― 4月10～13日
（6記載）「東京大銀行の合併発表［帝国が十五を、安田が
昭和・第三を※］あり、神戸がぐずぐずしていては物笑
いになるところ」　【※後藤［1981］pp.250-61】
8304-129
5 4月13日
（取締役会
可決：同左）
（6添付）神戸銀会長名「兵庫県金融整備に関する意見書」
（「兵庫県下銀行統一案」を含む）
8304-130～134
6 4月13日 （来店：同左）
次長メモ：神戸銀頭取来店し（支店長上京中につき次長
が対応）、本日同行取締役会可決の県内銀行合同に関する
意見書提出
8304-128～129
7 4月14日
（電話・来店：
同左）
次長メモ：神戸銀会長より電話（支店長宛に引続き次長
宛）、また同行頭取来店。両者とも上記5の意見書を補足
説明
8304-140～143
8 4月15日 ―
考査局長・支店長（連名報告）→重役陣　神戸銀意見書
（新たに下記9「合併案」添付）回覧ならびに同書中の注
意すべき点
8304-144～177
9 （日付なし） ―
（神戸銀行作成）「合併案」合併比率、（計数準拠）重役人
数割当案、等
8304-156～177
10 （日付なし）
（6の上京後の
「帰店早々」）
支店長→考査局長「神戸銀『三巨頭』［会長・頭取・副頭
取］と面談。3人の間でも役員人事意見相違、これでは
他行に進めず」【役員在任期間…神戸銀行史巻末資料編
p.34】
8304-178～180
11 ― （10と13の間）
（15記載）神戸銀三首脳より進退［支店長案：大同合併時
に退任］の返答なく訊くに大蔵・日銀一任にも不同意
8304-189
12 5月25日 ―
神戸銀（前田常務持参）→支店「国家の要請に応えての
大同団結ゆえ銀行・株主への課税面で軽減策乞う」
8304-197
13 5月27日 ―
支店長（打電）→播州・兵和・香住・福本・全但・神戸
各頭取「至急ご懇談申上げたき儀」有り5月29日来店要
請
8304-183
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番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
14 （日付なし） ―
（13の打電原稿の添付文書か）播州・兵和・香住・福本・
神戸・全但［イロハ順］合併「 申
もうしあわせ
合 」の案
8304-184～185
15 5月30日 5月29日
支店長→考査局長　6銀行代表者に合併「申合」の案（14）
提示し10日程度で回答する旨申渡し（香住頭取のみ席上
で異議なしと答える）
8304-188～191
16 6月1日 ―
全但銀頭取→支店長「貴案には合併比率、資本金、持寄
積立金、役員数・人選等御明示なく諾否回答に苦しみ候」
8304-192～193
17 （日付なし） ―
（16の追加付箋か［全但銀行内便箋］）「合併比率1:1、神
戸・郡部諸行役員比率5:5、香住は2次合併で［今回強い
れば撤退可能性も］
8304-193～194
18 6月1日 ―
神戸銀頭取→支店長「5月29日付ご内示案への回答に先
立ち銀行・株主への課税に関するお答え、また新銀行の
役員数に関するお考えを乞う」
8304-198
19 6月3日 ―
支店長→神戸銀頭取　5月25申出（12）・6月1日照会（18）
の株主宛新銀行株交付に係る課税につき大蔵省の回答　
＋　新銀行役員構成に係る私見
8304-195～196
20 6月6日
（「申述書」の
常務会決定：
左記以前）
播州銀頭取→支店長「兵庫県下銀行合併に関する申述書」
「3月23日支店長が『君らの希望条件受入れのため最後的
努力する』旨仰せ、今般の案はそれを無視」
8304-261～263-2
21 6月8日
（各行回答：
左記以前）
支店長→考査局長「当店合併申合せ案（14）に対し香住
を除く5銀行より回答。播州のみ全面的反対、再考促し
た」
8304-199～208
22 6月8日 ―
香住銀頭取（打電）→支店長「今確答できぬ　しばらく
お待ちを乞う」
8304-209
23 6月8日 ―
神戸銀頭取→支店長「5月29日付ご内示案への回答とし
て別記希望条項申し出候」*「兵庫県中心銀行」、新立合
併の負担如何、合併時増資
8304-248～250
24 6月9日 ―
福本銀頭取→支店長「5月29日付ご内示案への回答とし
て別紙希望条項申し出候」
8304-250～252
25 6月11日 ―
香住銀頭取→支店長「重役会で具体的方途にかかる意見
一致せず、再度の重役会で合同参加せぬことに」
8304-210～214
26 6月14日 ― 香住銀頭取（打電）→支店長「16ヒ［日?］　行きます」 8304-215
27 （日付なし） ―
神戸・播州・兵和・全但・福本5行の資本勘定・対神戸
比率の計算表
8304-216
28 6月14･15日 ―
（27の添付書類か）播州・兵和・全但・福本・香住［｢電
話三番｣ から推定］の5行の債券評価損益・未収利息額
報告
8304-217～228
29 6月15日 ―
兵和銀頭取→支店長「5月29日付お示し合併申合せ案［14
の文書に1条項追加］に関し左記希望申合せ案を決定い
たし候」
8304-250～252
30 6月22日 ―
全但銀頭取→支店長「ご提示の合併申合せ事項につき当
行意見左の通りご回答」
8304-259～260
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番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
31 6月23日
（2行申し出：
左記以前）
支店長→考査局長「全但・福本より合併に係る希望案申
し出。播州・香住は引続き考慮中だが近日回答見込」
8304-229～236
32 6月29日 ―
播州銀頭取→支店長「県下銀行合併に関する希望条項」
（頭取が支店に持参、その際下記34の内容も述べた可能
性も）
8304-264
33 （日付なし）（32と34の間）
（支店作成）5行合併条件希望まとめ書き（下記34も反映）
当店案・播州・兵和・全但…「地方銀行」、神戸・福本…
「県中心銀行」
8304-237～247
34 7月［空白］日 ―
播州銀頭取→支店長「5月29日付ご内示案に御改案の上、
合併御促進願いたし」
8304-252～254
35
7月20～
21日
（協議会：同左）
［経過表①-25と同じ筆跡（以下の協議会録も）］
支店長メモ：第1回合併協議会　*協議銀行の範囲:香住は
回答無しにつき5行で開始　*合併方式、本店立地、統括
店制度、合併比率、役員等
8304-269～275
36 7月27日 ―
香住銀頭取→支店長「重役決議は合同不参加に。お伺い
して詳細開陳したきも体調不良」
8304-265～267
37
7月28～
29日
（協議会：同左）
支店長メモ：第2回合併協議会　*合併比率、役員（播州
は大蔵省の協議参加希望したが説得、当行一任には反対）
8304-276～281
38 8月12日 （協議会：同左）
支店長メモ：第3回合併協議会　* 三行側一致の条件：役
員・合併比率・行名・普銀統制会脱会　*支店長は三行に
折衷案提案の上、役員問題打開のため「大蔵省に出向か
れたし」と提案　
8304-282～286
39
8月22～
29日
（上京：同左）
支店長メモ：上京し（1）兵庫県知事、（2）本行前総裁・
重役会、（3）大蔵省船山課長と面談（詳細下記）
8304-287～296
40 ―
（日付なしだが
41の前）
（39記載）支店長・知事大体意見一致：経営陣、役員総
数、合併形式・合併比率、地方銀行化［但し時期は中央
一任］、行名［日銀総裁・大蔵大臣等一任］
8304-287～288
41 ― 8月24日
（39記載）前総裁が私邸にて支店長に「三点だけ特に：
1）岡崎の個人銀行色除去、2）神戸銀重役陣総入替不可、
3）本合併不可でも大蔵省に神戸銀・三行合同銀の対立政
策は取らせぬよう」
8304-289～291
42 ― 8月25日午前
（39記載）上記（41）前総裁の意見を総裁に伝え、直後に
重役会。前総裁意見・知事会談（40）の通り承認
8304-291
43 ― 8月25日午後
（39記載）上記（42）重役会の結果を大蔵省銀行局長・普
銀課長に伝える。課長、上記41の3）の日銀方針につき
「三行側に不公平な措置も取り続けられぬ」、状勢の推移
によっては三行合併の可能性も、と述べる
8304-291～293
44 ―
（来神予定）
9月1日
支店長メモ（39の末尾部分）：船山課長と意見交換。同課
長、5行首脳に「最後的勧奨」の意向、等と述べる
課長の事前の伝達意向事項：新銀行の首脳陣、役員総数、
合併比率
8304-293～296
45 （日付なし）
［46より］　　
　9月2日
兵庫県下銀行統合打合会にて「申合」内容固まる
出席者：大蔵省普銀課長・銀行保険局、兵庫県経済第二
部長、日銀支店長、5行首脳
8304-325～326
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番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
46 （日付なし） 9月4日
（支店内メモ、電報添付）「申合」案の重役会での承認に
つき「各行から打電・電話あり」
8304-331～334
47 9月4日 ―
支店長→5行頭取（打電原稿）「各行重役会可決（改行記
号）明日午後2時申合調印す」
8304-335
48 9月4日 ―
支店長→考査局長（打電原稿）「合併申合の件各行とも重
役会可決」
8304-336
49 9月5日 ―
5行頭取「申合」（+通知状）1）合併方式　2）合併比率
等（今後協議）3）役員（同左）4）協議委員　5）本年12
月までに合併
8304-338～340
50 9月5日
（合併申合せ：
同左）
支店長→考査局長（打電原稿）「合併申合調印済みたり
（改行記号）大蔵省にも伝達を乞う」
8304-342
51 9月5日
（合併申合せ：
同左）
支店長→考査局長「合併申合調印完了。合併協議会の運
営に係る岡崎会長希望2条件は知事・銀行課長とも打合
せのうえ了承（各行も諒承の旨の付箋貼付け）」
8304-343～347
52 9月5日 ― 大蔵省銀行保険局長談（同手書き原稿添付） 8304-350～351
53 9月5日 ― 成田知事談話 8304-352～353
*「出来事・書類内容等」欄について：
 「A→B」はA氏からB氏宛の文書であることを示し、それに続く「　」内は内容の概略
 「A（***）→B」はA氏からB氏宛の***形式の通信・文書等であることを示す
 「普銀課長」…大蔵省の普通銀行課長（単に「課長」とも称す）
 「支店長」･「次長」…日本銀行神戸支店の支店長・（支店）次長
 その他「総裁」等の役職は原則として日本銀行内の役職
**「日銀アーカイブ資料」欄について：
 「8304-124」等は日銀アーカイブ検索番号（本論注1参照）と当該資料内の葉番号
出所：日銀アーカイブ資料にもとづき筆者作成
（２）経過表②の諸資料中の着目すべき内容
a）三行側が神戸銀行を含めた合併の話し合いに応じた理由
　上の経過表②と先の経過表①との間には、日銀神戸支店側の動静に関し、2か月間以上（1月
半ば～3月中旬）の空白期間がある。そのブランクを埋める、筆者の見る限り稀な手がかりが、
経過表②の#20、播州銀頭取から神戸支店長宛の「兵庫県下銀行合併に関する申述書」（1944
年6月6日付）の以下の記載内容である（下線は引用者）。（なお、3節（1）の末尾にて述べた
経過表の事象・時間軸を重視した作表方針により、引用文中の3月23日の出来事については経
過表②の#1に掲げてある）。
［三行合併の大蔵省許諾ののち］たまたま新任の日本銀行神戸支店長［門川氏］より前記
三銀行を招致せられ今回決行せんとする三銀行の合併はもとより時宜に適したる企てな
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れどもこの際さらに一歩を進め全県下の銀行を網羅する大同合併を促進したきにつき暫
時このまま見送られたき旨要望せられたり、これに対し吾
われ
等
ら
は神戸銀行その他を加うる大
同合併には難色あることを縷
る
述し反対の意見を表明したるも一応日本銀行の御立場を尊
重し日限を定め待機することとなしたり［以上は経過表①の#31、1944年1月12日の出来
事か］
爾来三行代表者はしばしば日本銀行支店長と会見しその都度大同合併の困難なるゆえん
殊
こと
に神戸銀行の性格につき同行は都市銀行にして普通銀行に列しその経営方針としても
資本主義的傾向を多分に有する銀行なること、しかも大資本を擁し株式は一部首脳者に偏
在せる状態なれば無条件に同行を加えて大同合併をなすことは 徒
いたずら
に神戸銀行色濃厚なる
銀行を誕生せしむるに止まり県下地方銀行としてふさわしき銀行の成立を見ることけだ
し不可能なり［､］かつまた大蔵省当局の指導方針はいささかの変更なきをもって大同合
併案には絶対反対なる旨申述きたりたり
日本銀行支店長におかせられても時日の経過に伴い吾等の主張に抜くべからざる根拠あ
ることを認めらるるとともに本問題解決の難点を御認識あそばされ去る3月23日拙者［大
西頭取］との会見において君らの希望条件が全面的に受入れられる場合においてもなお合
併に反対するものなりや否や訊
ただ？
され最後的努力を傾倒せらるる旨お話ありたり
もとより吾等は反対のために反対するものにあらず［｡］もし支店長御言葉のごとく吾等
の主張が完全に受け入れられ真に大兵庫県の中心銀行として理想的地方銀行の実現を見
るならばあえて大同合併に反対するものにあらざる旨を述べ［､］あらためて最も重要と
する希望条件数項を提出しこの条項にして全面的に貫徹せられざるかぎり大同合併は有
名無実に終わり何らの価値なきをもって［､］その見通しつきたる上にあらざれば大同合
併に関する協議を続行する意思なきことを明言し置きたり　（8304-263）
　前節の（2）e）において、日銀神戸支店長の側も三行側との意思疎通を図り三行側の言い分
も日銀として首肯しうる点は受け留めるようになっていったようだ、と述べたが、上掲の叙述
もその論拠の一つである。下線を引いた部分が、その「三行側の言い分も日銀として首肯しう
る点は受け留めた」ことに係る部分であり、そのような姿勢によってこそ、三行側が神戸銀行
を含めた合併の話し合いに応じるようになったのではないかと推量される。
　それにしても、3月23日の播州銀行大西頭取との会見において「君らの希望条件が全面的に
受入れられる場合においてもなお合併に反対するものなりや否や」と聞き（ニュアンス的には
「迫り」にも近い「聞き」か）、「最後的努力を傾倒する」と言明したあたりは、交渉戦略的に
は勇み足的で、弁の立つ大西頭取に言質を取られたかたちとなった。
－36－
総合政策論叢　Vol.5／2014. 3
　ふたたび「本論の検討視座1」すなわち「『非常時』における『国家的強制力』の影響下の
もとで、銀行経営者の銀行業を担う経済主体としての自律性がどの程度保持されていたのか」
という視点との関連で言えば、上記のような日銀支店長と一地方銀行の頭取とのやりとりもま
た、銀行経営者の自律性尊重の一つの証左とも解せられよう。付言すれば、「経済主体として
の自律性尊重」という契機もさることながら、「（日本人的に）人間関係をギクシャクさせず友
好裡に事を進めたい」という心理的傾向なり属人的要素が、「平時」同様かなり作用していた
のではなかろうか。
b）歩み寄らぬ神戸側・三行側の希望条件：①都市銀行か地方銀行か
　しかしながら、神戸側と三行側との間にはそのような心理的傾向は（少なくとも合併条件を
折り合わせる方向には）作用しなかったようであり、日銀支店側が偏りなく双方の意見を取り
入れようとすればするほど、むしろ双方が差異のある意見にこだわるようになるきらいさえ見
受けられる。
　先のa）の引用文にあるように、播州銀大西頭取は「［議論のテーブルに着くにあたり］あら
ためて最も重要とする希望条件数項を提出し」と明言している。それについて知ることのでき
る日銀アーカイブ資料は経過表②の#3の資料、3月30日の門川支店長から考査局長宛の書状で
あり、その最初の「一、」の項目に以下のように記されている。
全銀行大合同について兵和および全但は異存なきに至り香住も賛意を表せるも播州は神
戸が対等の地位に立ち重役陣も改造することを条件として同意、神戸は同行を中心に他を
吸収する合併を希望、かくて問題の焦点は主として［神戸銀側の役員構成につき］播州を
同意せしめかつ神戸に妥協せしむる方途如何の点に繋
つな
がりたり　（8304-124～125）
　また、上掲文書には（引用を省いた箇所を含め）記されていないものの、a）の引用文にある大
西頭取の明確な要望事項は「真に大兵庫県の中心銀行として理想的地方銀行の実現を見る」とい
うことであった。これに関してはタイムリーに1944年4月、東京で2組の大銀行合併（帝国・
十五、安田・昭和・第三）が発表され、神戸支店梅野次長も「神戸がぐずぐずしていては物笑
いになるところ」（経過表②の#4）と記すなど、（日本銀行の普通銀行全体にわたる合併構想か
らみて）神戸銀行を「大手地方銀行」の枠へと導く客観情勢はより整ったように思われる。
　しかしながら、神戸銀行側も（三行側の希望、日銀側の構想意図・勧奨に対し予め釘をさす
かのように）上記大銀行合併発表とほぼ同時期の4月13日、同行取締役会にて「兵庫県金融整
備に関する意見書」（岡崎会長名）を可決し（経過表②の#5）、同日中に日銀神戸支店に提出し
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ている（同#6）。同意見書の中の、大合同後の神戸銀行（神戸銀行の主張では「吸収合併」に
つき同行が存続）の「地方銀行化」如何にかかるくだりは以下のとおりである（下線［波線］
は引用者）。
わが国現下の経済情勢は既に現存する金融統制会の機構においても全面的改組、整備をせ
なければならぬ段階に達しているということを聞く、新聞もまた爾
か？
く報道している、もし
この報道にして誤りなしとすれば現存する普通銀行がどうの、地方銀行がどうのという観
念は当然更新再検討されねばならぬ、
神戸銀行は今日普通銀行として、一面中央の共同融資に参加してはいるがまた一面には兵
庫県下金融の中枢機関として地方金融にも充分の役目を果たし、何らの不都合をきたして
いないのである
普通銀行であるがゆえに、地方金融ができないの、地方銀行であるから中央金融ができな
いのというようなわけがあるものではなく、その力に応じいずれとしても国家のお役に立
てばそれで結構であると思う、
［播州・兵和・全但三行の合併で地方銀行を設けようとするのは（24）］神戸銀行設立当時と
情勢が違う［から］というが、一県一行の精神は現在においても放棄されたわけでもなく、
当局は否、むしろ勧奨しつつあると見るべきで、現にその実例はこれを他県に見るのであ
る、
しからば兵庫県下においてのみ情勢が変化したとは解釈に苦しむ次第である、
（8304-131）
　上記意見書のこのくだりは、「大合同後の神戸銀行」の性格付け（都市銀行［「普通銀行」］か
地方銀行か）の問題につき、下記3点の理由をもって、「そもそも黒白付けるべき問題ではな
い」と、身をかわしているように解せられる。
　1）（それら業態ごとの）金融統制会の機構そのものが全面的に改組される情勢と伝えられる
こと
　2）今まで神戸銀行は地方金融にも充分の役目を果たし「何らの不都合をきたしていない」こと
　3）「一県一行」の銀行合同政策は今も継続している［はず］であること
　それらの論拠については、日本銀行側としても（特に1）3）の点）、三行側としても（特に
2）の点）いろいろ反駁の余地があったであろう。先のa）で見た播州銀行大西頭取の「真に大
兵庫県の中心銀行として理想的地方銀行
0 0 0 0 0 0 0
の実現を」という希望―それに門川支店長も「乗ろ
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う」と述べた様子―に対し、「大兵庫県の中心銀行として理想的普通銀行
0 0 0 0 0 0 0
の実現を」では何
の不都合があるのか（そちらが論証せよ）と、挙証責任を転嫁するような論法であり、それな
りに巧妙な反駁かも知れない。
　そのような、ある意味横柄な論法が通じるのも、上記意見書の引用部分に先立って記されて
いるように、神戸銀行には「神戸銀行設立の趣旨たる兵庫県下銀行の統一という［大蔵大臣の
勧奨に沿った］伝統的精神」という「大義名分」があり、かつ、既に三行合算の業容をもはる
かにしのぐ業容を有し業績面にも問題がないがゆえ、大合同の手続き（経営者、組織、資本関
係等）上も中心的存在として位置づけざるを得ない同行の協力は不可欠であったからであろう。
　かくして日銀神戸支店の側は、大合併後の銀行の性格づけにつき、平行線的に折り合わぬ三
行側・神戸銀行側の要求の間で立ち往生するようなかたちとなっていく。1944年5月29日に関
係各行に提示された（経過表②の#15）日銀神戸支店側からの「申
もうし
合
あわせ
」の案（#14、その内容
は#33の引用文［このb）および次のc）所載］の「当店の提案」に同じ）には「主として地方
銀行として」というあいまいな表現が用いられ、播州銀行大西頭取の失望を買うことになった
（#20）。
　その後、1944年の6月末頃に記されたと見られる経過表②の#33、日銀神戸支店の「5行合
併」（この頃にはとりあえず香住銀行は対象から除かれ（25）、神戸・福本・三行の合併に絞られ
つつあった）の「申合」に向けての各行の希望のまとめ書き（手書きではあるが整然とした文
字［支店長・次長の筆跡とは異なる］で記されている）には、下掲引用文の「一、」のように記
され、結局のところ「各論併記」にとどまっている（下線は引用者、日銀神戸支店・神戸銀・
三行側の各案の特筆すべき相違点を各々二重線・波線・一重線にて表示）。
　なお、同まとめ書きの続きの部分のうち、「二、合併の方式」ならびに「三、合併比率」も
併せて記載する。これらについては「一、」に比すれば対立度合いは少なく多言は要しまいが、
合併比率に関しては神戸銀行側が株主資本価値に基づくという合併経理上の定石に拠ること
を主張し、より資本の論理を前面に出している。このあたりもまた、「銀行経営者の銀行業を
担う経済主体としての自律性」を当局に対しても堂々と表明し得たことの一つの表れと解し得
よう。（もっとも、そのような主張を行うことが合併談進捗の助けとなったかどうかは、自ず
と別問題であるが。）
一、申合の趣旨
当店の提案　［1944年5月下旬頃記され各行に提示された「申合」案［経過表②#14］と同内
容、以下の項についても同じ］
　時局の要請に鑑み兵庫県下所在下名各銀行は合同し主として地方銀行として県下金融
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に一層の貢献をなすため
各行希望案
　神戸・福本　兵庫県中心銀行として県下ならびに国家に対し一層職域奉公の誠を致すこ
ととす
　播州　新銀行は名実ともに地方銀行たること
　　　　この際県外銀行の県内支店を整理し新銀行設立の意義を明らかにすること
　兵和・全但　当店案の通り
二、合併の方式
当店提案
　合併の方式は新立合併によること
各行希望案
　新立合併に全部賛成、ただし
　神戸・福本　合併の方式如何によりては税関係において当該銀行ならびに株主に対し不
測の負担となるやも計りがたきにつきかくのごときことなき方法に留意
致されたし
三、合併比率
当店提案
　合併比率、資本金、持寄積立金等の決定は大蔵省および日本銀行に一任すること
各行希望案
　神戸・福本　合併比率の基礎たるべき各行の資産査定は各行において査定委員を任命し
大蔵省指示の一定方式に基づき協議す
　　　　　　　意見の一致を見ざる点はこれが解決を大蔵省および日本銀行に一任す
　播州　各行間一対一とすること
　兵和　大蔵省および日本銀行に一任す
　　　　但し受任者の参考に供するため意見を陳述することを得
　全但　絶対に一対一を希望、やむを得ずば成績下位の銀行を一とし比率を定むること
（8304-238～240）
　なお、上記にて引用はしなかったが、同まとめ書きの「五、銀行の名称」においては、播州
銀行が「兵庫銀行」との行名を提示したほかは、4行ともに銀行間協議による、としている（日
銀支店提案はなし）。この点は、次節で扱う1944年9月半ば以降の合併協議会さらには同協議
会終了後合併契約書案の確定ぎりぎりまで、紛糾材料の一つとなる。
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c）歩み寄らぬ神戸側・三行側の希望条件：②役員構成
　上のb）で見た大合同後の銀行の性格づけの問題にも増して、この頃門川支店長を悩ませて
いたのは役員構成の問題であった。先の3節の（2）c）・d）にて引用した資料の処々に述べら
れていた、神戸銀行首脳陣（「三巨頭」と称される岡崎会長・八馬頭取・牛尾副頭取）の間での
不協和、ならびに「岡崎の個人銀行たるの色彩（は除去せねばならぬ）」と結城日銀前総裁（26）
にも言わしめた（経過表②の#41）岡崎会長の（家族・同族を含めた）突出した持株比率とは、
合併談を進捗させようとする門川支店長を引き続き煩わせていた（経過表②の#10、#11、#18、
#19など）。
　b）で引用した、1944年の6月末頃に記されたと見られる経過表②の#33、日銀神戸支店の
合併「申合」に向けての各行の希望のまとめ書きの、役員人事にかかる「四、」の部分もまた、
上記のような問題状況を反映し、「各論併記」にて以下のように記されている（下線は引用者、
日銀神戸支店・神戸銀・三行側の各案の特筆すべき相違点を各々二重線・波線・一重線にて表
示）。
四、役員の員数、人選
当店提案
　新銀行の役員の員数、その人選ならびに新銀行の名称については各行間において予め協
議を遂ぐること
各行希望案
　神戸・福本　役員の員数は過多ならしめざることを旨とし誠意をもって協議に当たりこ
れが解決に努力すること
　　　　　　　なお万が一にも意見の一致を見ざる場合はこれが斡旋解決を大蔵省、兵庫
県および日本銀行に一任すること
　播州　イ　役員選出の割合は神戸二に対し三銀行（播州、兵和、全但）各一の割合を
もってすること
　　　　ロ　頭取は神戸の役員中より選出のこと
　　　　ハ　副頭取は一名とし三銀行頭取中より選出のこと
　　　　ニ　専務取締役は大蔵省の推薦により地方銀行に理解ある責任者を求むること
　　　　ホ　常務取締役は都市部担当者として神戸より一名［､］地方部担当者として三
銀行より各一名を選出すること
　　　　ヘ　前四条の役員の選任については合併関係銀行の協議によりこれを定むるこ
と
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　兵和　大蔵省、兵庫県および日本銀行の斡旋のもとに各銀行間において協議決定するこ
と
　全但　各行間に協議の件異議これなし
　　　　協議不調の場合といえども役員の員および人選については銀行の地方色を堅持
するため神戸銀行系統の役員数と地方銀行系統の役員数との比率を常に五対五
とすることを絶対に主張す　（8304-241～243）
　上記のように、三行間にも温度差があるものの、播州・全但側は具体的員数や比率基準を述
べて、地方銀行色の保持を主張している。それに対し神戸側は具体案を一切示さず、「申合」調
印の後の銀行間協議あるいは当局斡旋に委ねる立場である。これを「銀行間協議・当局斡旋で
はどのみち神戸側が厚遇されるのだから」との読みがあったと解することもできようが、次節
で見るように銀行間協議の場においても神戸銀「三巨頭」は三行側委員の顰
ひん
蹙
しゅく
を買うような不
協和音を呈してもいるので、実際自行案を示しかねていた、という可能性もあろう。
d）ふたたび日銀門川支店長が「東奔西走」
　b）およびc）で引用した、1944年の6月末頃に記されたと見られる、日銀神戸支店の合併
「申合」に向けての各行の希望のまとめ書き（経過表②の#33）を（「各論併記」に満ちた）た
たき台として、7月20日～21日、7月28日～29日、8月12日の3度にわたり、5行（神戸・福
本、三行［播州・兵和・全但］、以下の「5行」につき同じ）による合併協議会が日銀神戸支店
にて開催された（経過表②の#35、#37、#38）。
　それに先立ち播州銀行からは#34の同行希望合併諸条件が改めて提出され（内容は#33中の
同行希望条件と同じ）、そこには「［それら条件を盛り込んだ］合併申合案に御改案のうえ合併
御速進相願いたく［同行重役会の］希望に御座候」とあり（8304-254）、#20・#21に記されて
いたような播州銀大西頭取の席を蹴って合併談から離脱せんばかりの憤激は、とりあえず収
まったようである（そのために門川支店長が努力したことは十分推量され、あるいは上記#34
も同支店長による懐柔策の一環［支店長のほうから提出を促した］かも知れないが、それにつ
いて知るよすがとなる資料は見当たらない）。もっとも、播州銀行側が合併協議の席に着くの
は、日銀神戸支店の合併条件案（#33中の「当店提案」、これは前述の通り#14に同じで、その
#14は#20・#21にて大西頭取に拒否されている）が修正され播州銀行側が希望する条件に（全
面的とまでは言わずとも少なくともかなりの程度）改められるであろう、との期待感があって
のことであったろう。
　しかしながら、上記の3度にわたる合併協議会（「参会者」は5行頭取と日銀神戸支店長を基
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本メンバーとした模様（27））において、神戸側（同行が全株所有する福本銀行の委員も含む）と
三行側との希望条件の歩み寄りはほとんど見られなかった。最後の3回目には三行側の共同要
求案が下記のとおり提示され、再び三行側の足並みが揃った。
イ､ 常勤重役は神戸側と三行側と半々にすること
　もしこれができるならば［この語句は下記「ロ､」にのみかかるよう］
ロ､ 総重役の比率も半々にすること
ハ､ 合併比率は各行一対一とすること
ニ､ 合併の方式は税金が多額となるようならば手続き上新立に代え吸収合併もやむを得ざ
ること
ホ､ 行名は変更すること
ヘ､ 総重役の員数は二十名内外とすること
ト､ 頭取は神戸側、副頭取は三行側より選任、専務は［5行以外の］新人（28）をもってし適
当の人なければ神戸側より選任差支えなきこと
チ､ 普通銀行統制会を脱退すること　（8304-282～283；下線引用者）
　これら諸条件は概ね、b）およびc）で引用した各行の希望のまとめ書き（#33）の播州銀行
側の希望に近いものの、「イ」・「ロ」については同まとめ書き「四、役員の員数、人選」の部
の全但銀行の希望条件に近く、また「ニ」・「ト」については神戸銀行側への歩み寄りないしは
現実主義路線も窺われる。
　また、b）で検討した「都市銀行か地方銀行か」という論点についても、元々の播州銀行の
希望すなわち同まとめ書き「一、申合の趣旨」に見られた「名実ともに地方銀行たること」お
よび「県外銀行の県内支店を整理し」云々から、「ホ」・「チ」のように名称上・制度上の地方
銀行化を求めるにとどめるなど、これもまた現実主義的な歩み寄り姿勢が見られる。
　以上のような三行側（特に主導的立場の播州銀行大西頭取）の、原則論的な硬化した態度か
らの変化は、三行側内部の非公式協議の結果とも解せられる（29）とともに、日銀神戸支店長の側
が三行側との意思疎通を図り（先のa）で見た門川支店長と播州銀大西頭取との非公式懇談の継
続など）、現実的路線を示唆あるいは教導した、という可能性もあろう。
　もっとも、c）で見たように重役構成の問題に関しては神戸銀行内部に火種があり、またb）
の#33引用部分中の「三、合併比率」も、株主対策（それは大株主が多い役員の問題とも重な
る）を他行と比べても気にする神戸銀行が強く反発しかねなかった。それらに関し、門川支店
長は「右［上掲引用イ～チ］の要求は余りに一面的にして」と述べ「（小生の意見としての）折
－43－
戦時期における兵庫県下３銀行の合併中止の経緯とその後の神戸銀行との合併交渉過程（由里）
衷案」を下記のとおり第3回合併協議会の場で提示した。
イ､ 頭取、副頭取、専務は神戸側より出すこと（［他に］副頭取1名は三行側）
ロ､ 合併比率を各行一対一とするも別に神戸側に3割程度の増資（現金払込）を認むるこ
と
ハ､ 重役員数も常勤重役数を神戸側の方に12名程度と多くすること　（8304-284）
　そのうえで門川支店長は、これら3点の条件で三行側が納得するなら「一度上京して大蔵省
係官の来神を請うべし」と提案し、三行側からは「右にて何とか妥協の見通しあり」と回答し
た、と合併協議会メモに記されている（8304-284）。
　同メモは、続けて大西頭取の発言を記す。同頭取は神戸銀行の希望条件が別に日銀支店宛提
出されていることから、上記3点も具体的には三行重役会に示さず、下記イ～ロ等の条件にと
どめることを提案した（下線引用者）。
イ､ 合併条件はすべて新立銀行の精神をもってすること
ロ､ 重役陣は人の和を得た一頭政治とし単に神戸銀行重役陣の増強したるに過ぎざるがご
とき陣容を避け真に新立の実を備うる事なること
ハ､ 地方銀行となること　（8304-285）
　3回目合併協議会のメモは、5行と門川支店長とのやりとりに関しては上記までで、「あとは
大蔵省にも動いてもらわねば」との趣旨の記述にて終わっている。このメモに神戸銀行側の意
向が一切表れてこないのは奇妙でもあるが、実際その10日後には門川支店長が上京して大蔵
省・日銀本部等にて詰めの協議を行っていることから、「5行合併に向けての当該5行経営者か
らの（少なくとも合併を是とするに最低限必要な）合意は取り付けた」との認識を支店長は
持ったのであろう。
　その門川支店長の、8月22日から29日にかけての上京時の記録文書は経過表②の#39（直筆メ
モの様子）で、同資料記載の22日から25日までの諸会談に関しては#40～#43に簡記してある。
　それらの諸会談を通じ、9月5日発表の5行合併「申合」あるいは12月20日発表の「合併契
約書」に盛り込まれていくことになる、合併にかかる以下のような基本的諸事項が、実質的に
取り決められていった。
　1）合併比率（一対一だが神戸側に3割程度の増資を認める）
 #40の県知事会談、#42の日銀重役会、#43の銀行課長会談
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　2）地方銀行化（ただし統制会との関係で時期は「中央に一任」）
 #40の県知事会談、#42の日銀重役会、#43の銀行課長会談
　3）行名変更（日銀または大蔵省の「第一人者に一任」）
 #40の県知事会談、#42の日銀重役会、#43の銀行課長会談
　4）神戸銀行岡崎会長の個人銀行色は取り除くが同行重役陣の総入替はしない
 #41の前総裁会談、#42の日銀重役会、#43の銀行課長会談
　5）頭取：八馬、副頭取：牛尾・大西、専務：住吉、常務：前田・岡崎忠　［以上、大西以外
は神戸銀］　他に三行側より常務2～3名
 #40の県知事会談、#42の日銀重役会、#43の銀行課長会談
　6）重役総数は神戸側12名ほど、計20名程度（場合によりある程度多数も可）
 #40の県知事会談、#42の日銀重役会、#43の銀行課長会談［基本了承、下記のとお
り三行側要求を受け計24･5名の案に］
　支店長メモ#39の最後には、別途#44に記したように、9月1日に船山銀行課長が5行に対し
「最後的勧奨」をするため来神する予定であること、およびその際に5行に対して述べる予定の
同課長の意向についても記されている。同意向についての三行側との事前協議のやりとりにつ
いても記載されており、上記の合併にかかる諸事項のうちやはり人事面につき三行側に不承不
承の面が残っていたこと、同課長はそれらにつき概ねは上記案のとおり納得させ、6）について
のみ三行側からの「24･5名」の要求を同課長が受け留めたことが知られる（8304-295～296）。
　他方、#41・#43に記したように、この期に及んでも日銀前総裁・大蔵省銀行課長から「5行
合併破談の場合は…」との懸念が表明されるなど、当局の実力者・決定権者の目にも5行合併
は危うさを孕
はら
んでいたようである。大蔵省銀行課長は、その場合三行合併路線を復活させる可
能性（三行のままで「ジリ貧状態に至」る場合は、という条件で）も述べ、それに関しては門
川支店長もやむなく同意している（8304-292～293）。
e）神戸側・三行側の希望条件の乖離を内包した曖昧な「申合」の発表
　以上、d）で記したとおり、5行合併「申
もうし
合
あわせ
」の調印・公表に向け、1944年8月の暑い最中に
主に日銀・大蔵・三行の3者間で精力的に調整が進められた（資料には表れておらず推測の域
に属するものの神戸銀行側に対しても働きかけはなされたであろう）。その結果、9月2日には
「兵庫県下銀行統合打合会」が日銀神戸支店にて開催され（出席者：大蔵省普銀課長・銀行保
険局、兵庫県経済第二部長、日銀支店長、5行首脳）、「申合」の内容が取り決められた（#45）。
　そして、9月4日中に各行より重役会承認の旨の電報が日銀神戸支店に届き（#46）、9月5日
－45－
戦時期における兵庫県下３銀行の合併中止の経緯とその後の神戸銀行との合併交渉過程（由里）
午後の「申合」調印・公表へと至ることになる。#49の文書が5行連名での公表文であり、以
下はそこに記載された「申合」の内容全文（末尾の日付・銀行名・代表者名の欄は割愛）であ
る（下線は引用者、本段a）～d）にて引用してきた神戸銀・三行側の諸要求との照合により神
戸銀・三行側の要求を反映していると思われる箇所につき各々波線・一重線にて表示するとと
もに、合併諸条件決定の「先送り」となっている部分につき破線にて表示）。
「申合」
　兵庫県下所在下名各銀行は時局の要請に鑑み強力なる兵庫県中心銀行を具現しもって
わが国ならびに県下金融に一層奉公の誠を致さんがため［､］この際速やかに合併する
こととし［､］ここに左記申合をなすものなり
　　　　　　記
一､ 合併は新立合併の精神によるも手続その他の事情により便宜神戸銀行において播州、
兵和、福本および全但の4行を吸収合併する方式を採ること
二､ 合併比率、持株積立金ならびに存続銀行の資本金等については大蔵省の方針ならびに
査定に基づき予め5行間において本合併の趣旨を体し誠意をもって協議決定すること
　もし意見の一致を見ざる事項あらばその点につきこれが解決を大蔵省および日本銀行
に一任すること
三､ 神戸銀行の現役員は合併実行と同時に辞任すること
　存続銀行の役員数、その人選、役職の割当ならびに商号その他本合併をなすに必要なる
事項については前項に準じ5行間において予め協議をなしこれを内定し置くこと
　右につき万一にも意見の一致を見ざる場合はこれが決定を大蔵省、兵庫県および日本銀
行に一任すること
四､ 前各項の協議に当たらしむるため各行は委員2名補欠1名を選任し大蔵省、兵庫県お
よび日本銀行に通知すること
五､ 各行は本年12月までに本合併を完了するよう早急諸般の手続を取り運ぶこと
　右申合の証として本証8通を作成し各行代表者記名捺印の上各自その1通を保有すると
ともに他の3通は大蔵省銀行保険局長、兵庫県知事および日本銀行神戸支店長に提出す
るものとす　（8304-339～340）
　上掲のように、この「申合」には、前段の終わり近くで記した日銀・大蔵・兵庫県協議済み
事項の1）～6）は、全く記されていない。合併合意の発表において大事なのは当事者の合併意
思それ自体で、合併条件の細目を明示しないのは昨今の金融機関合併でもよくあること、と言
－46－
総合政策論叢　Vol.5／2014. 3
えばそれまでかも知れない。しかし次節で見るように9月中旬からの2か月余りの合併協議会
の場で、特に新銀行の地方銀行化如何、行名、役員人事をめぐり紛糾が続くため、実態的にも
上記1）～6）（特に2以降）の諸事項が5行経営陣（特に神戸銀行「三巨頭」）の共通了解事項と
なっていなかった可能性が強いと考えられる。
5．1944年9月中旬～1945年3月：　　　　　　　　 
合併協議会右往左往の後「当局一任」で合併へ
（１）時間軸的な経過概要
　本論の、合併経緯にかかる最後の経過表③（図表3）は、1944年9月上旬から1945年3月31
日までの約半年間にわたる、神戸銀行、播州・兵和・全但の「三行」、ならびに福本銀行（神
戸銀行の子銀行）の5行の合併実行までの過程を、日銀アーカイブ資料「神戸、播州、兵和、
全但及福本五銀行合併関係書類」の「1」（図表2所載のものの続き）および同「2」に基づき、
一覧表にしたものである（以下「経過表③」）。なお「経過表②」までと異なり（1944年8月に
異動があったため）本表冒頭からは（日銀の）「考査局長」は前神戸支店長の二見貴知雄のこ
とであり、また前任局長（1944年4月から日銀理事）の一万田尚登は考査局長委嘱を解かれた
ため「一万田理事」と記されている（30）。
　また、対象期間のうち、5行間での合併条件協議は実質的に11月21日の合併条件未定事項
「御裁断」依頼書（5行頭取から大蔵大臣・兵庫県知事・日銀総裁宛、経過表③の#35）をもっ
て結了するため、同表の#36と#37の間にも記したように、#37以降の文書・出来事について
は主な公式文書・事項のみが記されている。
図表3
合併までの時間軸的な経過表③
―神戸・播州・全但・兵和・福本5行の合併実行までの経緯―
“（○記載・添付)”は、当該行以外の番号○の項目に記された資料に記された出来事か添付文書であることを示す
「　」内は電報等以外は逐語的ではなく要約
“［　］”は当該資料にない情報の筆者補記、筆者の推定理由等
番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
1944年
1 9月3～5日 ― 5行頭取→支店長　合併協議委員届出書（5通） 8304-369～374
2 9月5日 ― 支店長→考査局長「合併協議委員別紙のとおり」 8304-357～360
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番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
3 9月5日
（合併申合せ：
同左）
支店長→考査局長「合併申合調印完了。合併協議会運営
に係る岡崎会長希望2条件は知事・普銀課長とも打合せ
のうえ了承（各行も諒承の旨の付箋貼付け）」
8304-343～347
4 ― 9月5日
（13記載）合併申合調印の場で調印後、神戸岡崎会長が委
員会「幹事」職権に関し「強圧的」異議申立て、反感を
持った三行側は福本代表委員の適格性への異議等申し立
て、混乱
8304-403～405
5 9月5日 ―
支店長→総裁「合併愚案は申合せに至るも岡崎氏の横槍
（上記4）入り協議会の紆余曲折は免れず宜しくご厚高配
賜りたし」
8304-381～383
6 9月5日 ―
支店長→大蔵省銀行保険局長・兵庫県知事「合併協議委
員別紙のとおり、貴方へ伝達ありたしと依頼ありたるに
より」
8304-375～378
7 9月6日 ― 支店長→5行代表者「合併協議委員左記のとおり」 8304-361～364
8 9月6日 ―
支店長→一万田理事「とにかく申合せ調印さるも岡崎の
横槍（上記4）入り同人自ら協議会出席意向ちょっと厄介
な事…」
8304-384～385
9 9月6日 ―
支店長→考査局長「申合せ調印されちょっと肩の荷を軽
くした感。［神戸］新聞論評は余計にも役員人事言及…」
8304-386～387
10 9月8日 ―
前総裁→支店長「人事、県知事に当行意向提示も同意な
し。（牛尾を避けたい）三行側も頭取は当行等一任では納
得しまいが、岡崎の思惑『三者とも退場』も困る。神戸
側は中央各方面に運動も。」
8304-388～391
11 ― 9月10-11日
（13記載）10日予定の第1回合併委員会延期（上記4記載
の混乱収まらぬため）。支店長、県経済局長と協力し三
行側に斡旋重ねるも神戸への不信感強固で委員会決裂寸
前、ようやく局長の強力勧奨で了解取付け
8304-402～407
12 ― 9月12日
（13記載）第1回合併委、「主要了解事項」取決め、神戸
岡崎会長を「幹事」に選任、その他今後の委員会運営の
ための諸事項取決め
8304-402,407～
409，議事録は
8305-006～011
13 9月12日 ―
支店長→考査局長「（合併委員会の開始前からの紛糾ぶり
伝え）神戸三首脳間の対立暴露、三行側も神戸側にはば
かぬ不満示し…」
8304-402～409
14 ― 9月28日
第2回合併委、三行側とりわけ播州大西委員より新銀行
の性格づけ・行名（地方銀行、｢神戸｣ を改称）につき主
張開陳、岡崎幹事も所論述べる；合併比率につき神戸側
各行資産査定が先決とし議論を遷延させる姿勢、次回は
10月13日に
8304-415～416，
議事録は
8305-011～027
15
（日付なし、
9月28日合
併委員会で
神戸側が机
上提示）
―
神戸銀行「神戸銀行の名称を存置すべき理由書」（第2回
合併委議事録所収）…時局下、用紙・ゴム印等資材節約、
｢神戸｣ 名は既に堅固たる地歩
8305-020～027
（14の議事録
所収）
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番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
16 9月29日 ―
支店長→大蔵省銀行保険局長「（第2回合併委で神戸側要
請の）各行資産査定結果10月上旬までに教示請う」
8304-415～417
17 9月29日 ―
支店長→考査局長「（第2回合併委で三行側要請の）福本
役員の件、同行臨時株主総会にて［委員の］牛尾・前田
両氏取締役選任」
8304-418
（牛尾就任報告状
421～422）
18 10月6日 （2･3日前）
考査局長→支店長「神戸岡崎会長上京、［大蔵］大臣・総
裁を訪ね自説［10記載の八馬・牛尾・自分同時退任?］開
陳、大臣は『総裁に一任』、総裁は意見申さず」
8304-419～420
19 ― 10月13日
第3回合併委、各行資産査定表配布、重役問題議論、兵
和小林委員と門川支店長との間で「神戸・三行重役比率
半々」の言質の有無で行違い一座白ける（議事録不掲載
部分もあり）
8305-027～033
20 ―
（第4回委に
先立ち）
（21中の門川発言）大蔵省が先般来しきりに合併委員会の
進行促進を要望、日銀は査定表未着で言いわけしてきた
が、査定表到着しそれも不可に
8305-034
21 ― 10月19日
第4回合併委、合併比率および新銀行の理念・性格づけ・
名称・重役構成など神戸・三行間「全面的に意見の対立
を来たし」、神戸岡崎幹事半ばさじ投げ、門川支店長「大
蔵省一任は銀行側の不名誉」ととりなし
8305-034～045
22 ― 10月20日
第5回合併委、合併比率・重役問題につき三行側が委員会
中断し三行協議要請、再開後、全但平尾委員欠席等理由
により次回委員会まで三行間協議のため少し間を要請、
神戸岡崎幹事「互譲的精神」での合併合意を最後に訴え
8305-049～053
23 ― 10月26日
第6回合併委、神戸岡崎、神戸側意見開陳「神戸銀勢力
格段優位、都市が経済の中心」［→余計に行詰り色］、記
録取らず懇談
8305-053～056
24 ― 10月26日
第6回合併委の懇談（無記録）での合意事項（翌27日委
での岡崎談）：行名問題後回し、重役問題は門川支店長中
心に忌憚なく折衝し打開図る
8305-057
25 ― 10月27日
第7回合併委、岡崎幹事の懇談合意事項説明（24記載）に
対し、三行側が行名に関する意見書提出、次いで重役問
題折衝のため委員会は休会、再開後、重役問題での各行
内相談のため次回委員会は11月8日に
8305-056～061
26
（日付なし、
10月27日合
併委員会で
播州側が
提出）
―
「新銀行商号につき三行意見書」（25［議事録］所収、新
立合併の精神を表す「清新溌剌たる」新名称、神戸のよ
うな一都市圏名でなく「兵庫県中心銀行たる心持ち」を
表す新名称を、資材節約は創意工夫により可能）
8305-059～061
（25の議事録
所収）
27 11月2日 ―
支店長→神戸・三行頭取　大蔵省例示書式に支店加筆の
「合併仮契約書案」（神戸銀の合併前増資規模［実質的合併
比率の決定要素］は空欄）、および「付帯確約案」（支店
綴込には次いで北海道拓殖銀と北海道銀との契約書案・
付帯覚書案が添付されている）
8304-444～451
（添付452～461）
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戦時期における兵庫県下３銀行の合併中止の経緯とその後の神戸銀行との合併交渉過程（由里）
番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
28 11月2日 ―
支店長→考査局長「合併委で合併比率は合意（神戸銀事前
増資［規模当局一任］のうえ対等）、重役構成・行名（双
方の意見書添付）まとまらず、三行側4日夜上京予定」
8304-462～466
（添付467～478）
29 11月6日 11月5･6日
考査局長→支店長「三行頭取来訪、『神戸銀態度が支店長
の話と相違し合併後心配、地元銀行たるべき、新行名、
重役構成』訴え、当方からは『当の時局、兵庫金融のた
め大同に付くように』とだけ説いた」
8305-140～145
30
（日付なし､
合併委での
根回し用か
［神戸銀増
資額試算的
につき］）
―
一万田理事・考査局長・支店長の意見一致による合併条
件案（神戸銀増資ののち対等合併、役員構成は神戸13:三
行11:外部3、行名は当座「神戸」で将来改称、統制会改
組の機に名実とも地方銀行に、等）
8304-479～487
31 ― 11月8日
第8回合併委、開催後すぐに岡崎幹事が支店長と三行頭
取とが懇談に入る旨述べ中断、再開予定の午後1時30分
にも同懇談継続、結局午後3時に流会に
8305-061～062
32 ― 11月9日
第9回合併委、全但田治米委員が小委員会組織提案、各行
1名（頭取･会長）で小委員会組織し協議（無記録）、再
開後、三行側で意見取りまとめるため、として散会
8305-063～064
33 ―
（不明だが帰任
後すぐ第10回
合併委召集）
（35記載）支店長上京し［少なくとも］考査局長と打合せ 8305-068
34 ― 11月21日
第10回合併委、支店長「内外空気緊迫下、大蔵省・日銀
はこれ以上遅延認めぬ方針、意見取りまとめ急ぎ、まと
まらぬ点は当局に一任を」と説諭、神戸八馬委員一任勧
奨受入れ提案、三行側別室にて協議求め、20分後再開、
全但田治米委員三行代表し受入れ同意。合併委員会とし
て解散合意。
8305-065～067
35 11月21日 ―
5行頭取→大蔵大臣・兵庫県知事・日銀総裁　合併条件
未定事項「御裁断」依頼書（神戸銀増資額、役員数・人
選・役職割当、行名につき）
8305-068～070
36
（11月22日
［内容より
推測］）
―
（35の送付状）支店長→考査局長「先般上京時の打合せ通
り合併委にて指導、昨夕電話の通り合併条件未定事項の
当局一任決定」
8305-068
（以下は、日銀アーカイブ資料のうち合併実行までの主要公式文書等のみを示す）
37 12月4日 ―
大蔵省銀行保険局長→5行頭取「貴行等合同に関する協
議事項中御意見一致を見ざる点に付」いての裁定
8305-253～258
38 12月5日 ―
支店長→5行頭取「合併契約書案」（行名、役員の数・職
制・人選・権限は大蔵・県・日銀裁定）「付帯覚書書案」
（行名は新行名に、但し物資・労力圧縮という中央の方針
により将来に）
8305-109～117
39 12月20日 ―
5行頭取「合併契約書」、「合併契約書付帯覚書」および
「申合」（各行委員2名を出し当局指導下、定款・諸規定・
給与水準・店舗廃合等協議）
8305-269～277
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番号
（便宜上
のもの）
書類の日付 出来事の日付 出 来 事 ・ 書 類 の 内 容 等
日銀アーカイブ
資料番号－葉
40 12月20日 ―
「新聞発表文（兵庫県より）」と手書きされたタイプ文「行
名は『新立合併の趣旨』から『当然新商号を用うべき』
だが物資労力節約の中央方針により『将来適当の時期に
変更することとなっている』」
8305-278～279
1945年
41 2月10日 ―
5行合併後の神戸銀行の役員構成にかかる「新聞発表文
案」（「20.2.10」と手書き付記）
8305-297～298
42 3月27日 3月27日
支店長→大蔵省普銀課長「神戸銀行臨時株主総会［増資
報告・合併報告・神戸貯蓄銀行合併承認］にて別紙議案
満場一致可決」
8305-342～347
43 3月31日
［合併実行日］
3月31日
神戸銀八馬頭取→支店長「合併実行届」（3月27日、播
州・兵和・全但・福本4行との間で「存続合併」）
8305-359～360
*「出来事・書類内容等」欄について：
 「A→B」はA氏からB氏宛の文書であることを示し、それに続く「　」内は内容の概略
 「A（***）→B」はA氏からB氏宛の***形式の通信・文書等であることを示す
 「普銀課長」…大蔵省の普通銀行課長（単に「課長」とも称す）
 「支店長」･「次長」…日本銀行神戸支店の支店長・（支店）次長
 その他「総裁」等の役職は原則として日本銀行内の役職
**「日銀アーカイブ資料」欄について：
 「8304-369」等は日銀アーカイブ検索番号（本論注1参照）と当該資料内の葉番号
出所：日銀アーカイブ資料にもとづき筆者作成
（２）経過表③の諸資料中の着目すべき内容
a）神戸銀「三巨頭」の振舞により合併協議委員会は当初より波乱
　前節（2）のd）で述べたように自らが取りまとめたような5行合併合意につき、当の門川支
店長は、経過表③では#5・#8のように早速合併協議の先行きにつき不安を表明している。同
e）でも付言したように、9月5日の「申
もうし
合
あわせ
」は合併比率、役員数・人選［神戸:三行比］・役
職割当、商号という合併上枢要な事項につき同四項により起ち上げる協議委員会に委ねていた
が、その委員内定者（#2）の一人である神戸銀岡崎会長が、（結果的に自らが「幹事」に就い
た［#12］）同委員会の運営につき、神戸銀行側に有利になるような注文（#3）（31）を出し、ま
た（同じ神戸銀側の委員をも槍玉に挙げ）「幹事」の優越的地位を主張し始めた（#4）からで
ある。門川支店長が#5・#8等で「岡崎の横槍」と表現する、9月5日の「申合」調印直後の同
じ席上での混乱につき、#4には次のように記されている。
一、去る5日申合調印当日の出席者（委員ほとんど全部出席［中略］、牛尾途中退場）にお
いて
－51－
戦時期における兵庫県下３銀行の合併中止の経緯とその後の神戸銀行との合併交渉過程（由里）
　委員会規約案を一応別紙のとおり作成したるところ［､］これに対し岡崎神戸会長は「幹
事は委員会の取
とり
纏
まとめ
役たるべきことを申合調印の前提条件としたるものにしてかつ右に
つき大蔵省、兵庫県および日本銀行の諒解を得たるものと承知したるゆえに調印せしめ
たるものなるをもって［､］「取纏役」たることを明記いたされたく、しからざれば申合
は遺憾ながら無効となるほかなく、したがって今後の［協議］委員会にも出席いたしが
たく［､］かつ右規約案に賛意を表したる八馬頭取はその責任を負うべきものなり」と
意外なる主張を強行に申し出来たりたり
　八馬頭取ならびに前田常務は右取纏役なる文字を明記すべきことがかかる重大なる含
意あるものとは諒解しおらざりしもののごとく旁
かた
々
がた
規約案協議の際にも特にこれを主
張せざりしものなるが、岡崎の右意向に基づきあらためて三行側に諒解を申し出たり
二、しかるに三行側は岡崎の強圧的態度に頗
すこぶ
る憤激を示すとともに今後いかなる勝手の主
張をなすやも測られずとなし反感的空気頗
すこぶ
る強く容易に承知するに至らず
　一方また福本銀行委員として同行重役にあらざる牛尾および前田を選任したる（32）こと
に対しても［､］その資格が法律的にはともかくとするも一般的通念に反するものとし
て三行側において頗
すこぶ
る憚
はばか
らざるものあり　前記取纏役問題と併せて神戸に対する不満
を申し出たり　（8304-403～405）
　上記のように神戸銀会長の岡崎委員が「申合」そのものの効力をも含め異議を唱え始め、ま
た八馬頭取を責め立てた（加えて「三巨頭」のあと一人の牛尾副頭取は［その後の収拾過程で］
八馬に対し「なんら救援的態度に出でざりし」［8304-406］）ことは、上記「二」の福本銀代表
委員問題と併せ、三銀行側の反感を高めるのに十分であった。
　それとは別に、#10（側面的には#9も）にあるように、神戸銀行が再び兵庫県に協力要請
し（33）、新銀行人事についても画策し始めていた。これらの混乱や策動を総合すれば、前節（2）
d）の終わり近くで掲げた関係当局間協議結果の5）、すなわち新銀行の最上層部人事は、神戸
銀「三巨頭」の不協和もあり結局実効性ある合意ではなかったと推察される。また、そもそも
同協議結果の4）・5）にて新銀行では登用しない方針と位置づけた岡崎会長―退く場合は他
の「二巨頭」も道連れにする気構えであった［#10、8304-390］―が合併協議の場に加わっ
たことは人選ミスとも思われ、現に門川支店長自身「［岡崎］自ら協議会出席意向ちょっと厄
介な事」と述べている（#8）。その人選リストは9月5日付の門川支店長から考査局長宛の書状
に添付され（#2）、一見したところ当局側の人選のように見受けられるが、それ自体関係銀行
からの要請をも織り込んだ妥協の産物だったのかも知れない。
　そのような中、門川支店長は県経済部長とともに「種々の斡旋を重ね」るが、三行側の態度
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硬化により「一時ほとんど決裂の余儀なきに至るかと思われ」た（#11、8304-405～406）。9月
10日に開催される予定であった第1回目の合併協議委員会（議事録集［8305-002～067］にあ
る正式名称）が2日遅れでようやく開催できたのは、同11日の夕刻に至ってようやく、「県経
済部長の強力なる勧奨によ」り三行側が矛
ほこ
を収めたがゆえのことであった（#11、8304-406）。
　かくしてようやく開催にこぎつけた同12日の第1回合併協議委員会（#12）では、下記「主
要諒解事項」につき、合意された（下線は引用者、神戸銀岡崎会長の要求事項［#3所載分（注
31参照）を含む］につき波線、三行側要求事項につき直線にて表示［「相互に人格を尊重し」につい
ては三行側からのものと推察］）。
「主要諒解事項」
一､ 本委員会の運用につき別に規約を設けず
　委員は本申合の趣旨を体し相互に人格を尊重し大和一致の精神をもって円満迅速に協
議の実を挙げるものとす
一､ 委員会は神戸銀行選任の委員中より幹事1名を委嘱す
　幹事は委員会の議事の進行取纏めおよび庶務の任に当たるものとす
一､ 大蔵省、兵庫県および日本銀行当局は委員会に出席し意見を述べこれが運用につき指
導の任に当たるものとす
一、協議は多数決によらず、全員の合意によりこれを定むるものとす
一､ 福本銀行委員資格の件につきては牛尾および前田を早急に福本銀行の重役に選任す
る手続きを採ること
　（右に基づき福本銀行においては牛尾を同行取締役会長に、前田を取締役に夫
おの
々
おの
新たに
選任することにし、本日同行および神戸銀行重役会において決議、来たる27日臨時株主
総会に付議することとなれり）
　（8304-407～409，8305-006～007）
b）2か月間10回に渡る合併協議委員会でも協議進捗はわずか
　上記のとおり開始自体が難航した合併協議委員会は、実質的協議が始まった第2回（9月28
日）も神戸側が各行資産査定が先決とし議論を遷延させる姿勢をとり（#14）、また第3回（10
月13日）は兵和小林委員と門川支店長との間で重役員数構成につき「神戸・三行比率半々」の
言質の有無で行違いが生じ「しばらく一座は為に白けたる」（#19、8305-031）など、未決の合
併条件に関する協議の進捗は遅遅としていた。
　その次の第4回（10月19日）には経過表③の#21に記したとおり、合併比率および新銀行の
－53－
戦時期における兵庫県下３銀行の合併中止の経緯とその後の神戸銀行との合併交渉過程（由里）
理念・性格づけ・名称・重役構成など神戸・三行間で「全面的に意見の対立を来たし」、神戸
岡崎幹事は半ばさじを投げ、再び門川支店長がつなぎ役となって「大蔵省一任は銀行側の不名
誉」ととりなし、かろうじて協議が暗礁に乗り上げるのを回避した、といった状況であった。
　続く第5回（10月20日）以降第9回（11月9日）までは、議事録を取る正式の委員会の場を
中断し三行間ないしは門川支店長と各行トップとの間で懇談したり、「意見取りまとめ」のた
めといった理由で委員会そのものを早めに終えてしまうする場面が目立つようになる（#22、
#23・#24、#25、#31、#32）。そのような場は、主に役員人事の問題を打開するために設けら
れることが多かったようであるが、少なくとも委員会の議事録上は、実質的に最後の協議の場
となった第9回目まで、役員数・人選（神戸と三行との比率）・役職割当に関する具体的な進捗
は記されていない。
　新銀行の名称の問題に関しても進捗はなく、第2回委員会に提出された神戸銀行の「神戸銀
行の名称を存置すべき理由書」（#15；時局下、用紙・ゴム印等資材節約のため改称は控えるべ
き、また「神戸」の名は既に堅固たる地歩を占めている）と、第7回委員会に提出された三行
の「新銀行商号につき三行意見書」（#26；新立合併の精神を表す「清新溌
はつ
剌
らつ
たる」新名称、神
戸のような一都市圏名でなく「兵庫県中心銀行たる心持ち」を表す新名称、資材節約は創意工
夫により可能）とが委員会に提出されたものの、議論はまとまらぬままであった。
　協議進捗の妨げとなったと考えられるのは、まずもって3節（三行合併中止の経緯）から本
段のa）に至るまで繰り返し持ち上がってくる神戸銀行経営陣の人的な問題であろう。それに
加えて、岡崎幹事が下記のように（幹事としてよりむしろ）神戸銀行会長として同行の規模の
優位性および同行が基盤とする都市部経済の中心性を明言したことも、委員間での「大和一致
の精神」（ a）にて引用した「主要諒解事項」の最初の条項中）の醸成を妨げた一因と見受けら
れる。
神戸銀行としては三行側の立場をも考え譲るべき点はこれを譲る気持あるも、［合併比率・
重役の割合などにつき］三行側の意見があまりに強きに過ぎるため、われわれとしては手
の打ちどころなくまた話し合いの端緒を見出し得ざる実情にあり、両者の勢力に格段の差
あるにもかかわらず、［全但］平尾頭取のごとく、すべてに対等を要求せらるるがごとき
即ち然り、ゆえに双方の力に大なる懸隔ある客観的事実を卒直に認められたるうえ妥当な
る要求を提出せらるるならばわれわれとしてもまた互譲的に歩み寄る意思は十分にこれ
を有しおれり、…（中略）
さらに大西委員の意見によれば新銀行の経営方針は若干農村偏重の感あり新合併銀行の
経済活動の中心は何と言うも農村より都市にありと思考せらる、（後略）　
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（第6回委員会［#23］、8305-054～055）
　以上のような発言は、ふたたび「本論の検討視座1」、すなわち「『非常時』における『国家
的強制力』の影響下のもとで、銀行経営者の銀行業を担う経済主体としての自律性がどの程度
保持されていたのか」という視点との関連では、日銀神戸支店で開催された合併協議委員会と
いう場で同委員会幹事が「神戸銀行経営者として、都市銀行業を担う経済主体として堂々と発
言し得た」ことの一つの証左ともなろう。
　議事録を見る限り、岡崎幹事の同発言に対し門川支店長が言を差しはさむこともなく、また
岡崎幹事のほうもそのすぐ後には「（もっとも）日銀支店長の言われるとおり三行経営者と自
分との4人だけで率直に話し合う場を［委員会を中断して］設けるのも良いでしょう」との趣
旨の発言をし、それを実行している。このように、国家権力との関係につきそれなりの経験と
立ち位置の自覚とを有していたであろう（34）老練かつ最有力な銀行経営者の側が「（大同合併と
いう）基本線には賛同した上で具体的な合併条件交渉につき自行の利益を擁護する」という態
度を取った場合、銀行監督当局の側としても「大同合併さえ実現すれば」との枠内で「経営者
としての自律性」を認めざるを得なかったのであろう。
c）「地方銀行化」に関し合併協議委員会にて交わされた議論
　b）の末尾にて「本論の検討視座1」との関連を述べたのに続き、「本論の検討視座2」、すな
わち「兵庫県において『地方銀行』の存続をという理念の作用」という観点から、合併協議委
員会での特筆すべき議論を紹介しておきたい。
　これも普通銀行統制会脱退の如何のように明らかな結論としては神戸・三行間で妥結に至り
はせず、委員会の後のほうでは行名問題（ b）参照）に矮小化されていったきらいがある。しか
し、おおむね委員会の中盤までは「地方銀行としての位置づけ」につき、ある程度議論が重ね
られ、地方銀行と都市銀行との中間的なビジョン―もっとも三行側には前者、神戸側には後
者がより大きく目に映っているような―が、言わば「場の空気」的に共有されはしたようで
ある。b）の引用文の最後のくだり（「大西委員の意見（35）によれば新銀行の経営方針は若干農村
偏重の感あり」云々の岡崎幹事発言）もその一つであるが、筆者の見るところ最も有用であっ
たやり取りは第2回委員会（9月28日）において交わされた以下の議論（#14の議事録から抜
粋）である（発言者の両端の括弧ならびに発言部分のカギ括弧は意見のやり取りの模様の明瞭
化のため引用者が補ったもの、下線も引用者で神戸銀側の特徴的な主張につき波線、三行側の
それにつき直線、三行側主張に岡崎幹事が歩み寄る発言につき二重線）。
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（大西委員）「自分は青年的かつ独断的意見かも知れざるが」と前提し「申合事項の具体案
の討議に先立ちて一応申合事項の前文たる新銀行設立の趣旨理念につき委員会におい
て意見の交換を行いその意見を一致せしめ置くことが先決問題なり」とし…
［その発言を受け岡崎幹事は門川支店長に新銀行の理念を議題にすべきか問う。支店長の
答えは「必要なし」。岡崎幹事それを受け、新銀行の理念については各行の常務会・重役
会にて十分検討済み、と答えたところ］
（上田委員［兵和］）「新銀行は県下全体の金融機関として発足するものなるをもって組織
ならびに人的に十分地方色を生かせしめられたし」との希望ありたる
（岡崎幹事）「地方銀行と地方人とがあまりに親密に過ぐるはかえってその銀行の発展に支
障をきたす場合ある」を自己の体験より述べさらに「神戸銀行は播州、兵和銀行の地盤
内に多数の店舗を有しこれら地方の経済状勢は十分承知しおれるをもって何らこの点
懸念なきよう」希望し、同時に神戸銀行設立の場合の例を引用し「最初採用せる監督役
制度も3、4年後には経営上その必要なきを知りついにこれを廃止したる」旨を述べ、し
かし「少なくとも当時監督役を置かざりしほうが宜しかりしとの後悔は現在においても
これを有しおらず」とし、「大西委員のいわゆる地方事情ならびにその銀行の歴史伝統
を尊重すべきも［､］それに捉われ過ぎてはかえって逆効果をきたさざるやを惧
おそ
る」と
述べたり
（上田委員）「今のお話により十分岡崎委員の地方銀行に対する理解ある態度を知り得た
り」となしさらに「兵和銀行の実例に徴し今回の合併に際しても播州、兵和等を一単位
とし組織ならびに人的にある程度自治制を敷くとともにこれらのものにつき漸次改善
是正をなしいくにおいてはわれらの理想は達成さるべし」と主張したり
（岡崎幹事）「この点神戸銀行においても今次合併に際し考慮しいたり」となし「これがた
め一時は監督役を作っては如何と思いしことあるも、なぜか今次の申合事項中にはこれ
は削除されあるをもってこれは今後の話し合いによりたし」となしたる
［中略］
（大西委員）「自分の思いつきなるが」と前提し新銀行の性格につき左の3項目を主張したり
 ［一、時局の要請に基づくもので経営困難や自己保存のためではない、二、株主本位、営
利本位を排し積極的に国家目的に即応し戦力増強に寄与、に続き］
 「三、新銀行はあくまで兵庫県下地域を基盤とせる県内唯一の地方銀行として成長すべ
く大銀行の龍尾に付するがごとき経営方法を避くること」
（岡崎幹事）［一、二、の点につき株主の利益を度外視して国家目的のみに副
そ
うことに疑問
を呈したのち］「第三の点については新銀行が兵庫県内のみにて果して今後経営し得る
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や否や、県内特に神戸市内には現在県外大銀行の支店が多数設置されつつあるをもって
これが引き上げを見ざる限り県内のみを対象としての経営は今後困難なりと思惟す」と
述べ「これがためには新銀行は県下の金融のみならず国家の金融にも当然関与すべきも
のなり」とし氏の新銀行に対し抱懐する所見を詳細に開陳するところありたり
［新銀行に関する構想につきようやく大西、岡崎両委員の意見の開陳があったことを受け］
（小林委員［兵和］）「お話を承れば御両氏の意見は結局同一と見らる、大西委員の国家目
的云々の点も株主を全然度外視するという意にあらずと解す」となし、
（大西委員）またしかる旨を述ぶ
（平尾委員［全但］）また同一見解を陳べたるうえ「新銀行の経営方針をかかる風に樹
た
てて、
◇くにおいては一同安心して協議し得る」旨を述べたり　（8305-013～016）
　上記の議論の中で兵和銀上田委員の言う「自治制」ないしは岡崎幹事の言う「監督役」は、
もともと三行側の5行合併にかかる要求事項の中の「地方部担当常務の選出」（4節（2）c）の
引用文中の「四、」幡州のホ）とも重なり合うものであった。それはその後の合併公式諸文書
には表れないものの、加古川（旧播州銀地域）・竜野（旧兵和銀地域）・豊岡（旧全但銀地域）
の3地方事務部の設置（『神戸銀行史』p.274）へとつながっていったと見られる。
d）中央からの合併圧力強まり未定事項は当局一任で合併協議は終わる
　9月初旬の「申合」調印から1か月余が経過した10月中旬ごろには、大蔵省から日銀側に5行
合併進捗如何の問い合わせが増えた（#20）。11月へとさらに月が替わる頃にはさすがに日本銀
行側の動きも慌しくなり（#27～#29）、合併協議委員会の議論の進捗を待つのではなく日銀側
が合意案を用意する方向へと切り替えられたようである。（その間、#29にあるように三行側が
一万田理事に直訴に上がった場面もあったが、同理事は「当の時局、兵庫金融のため大同に付
くように」とだけ説き、引き取らせたようである。）
　11月初旬のものかと思われる、#30の一万田理事・二見考査局長・支店長の意見一致による
合併条件案（神戸銀増資ののち対等合併、役員構成は神戸13:三行11:外部3、行名は当座「神
戸」で将来改称、統制会改組の機に名実とも地方銀行に、など）により、第8回（11月8日、
#31）・第9回（11月9日、#32）の合併協議委員会の場では、何とか三行側と神戸銀側とを説得
しようと、10名からなる委員会ではなく各行トップだけを集めての「懇談」が繰り返された。
　しかしながら、上記合併条件案のうち「神戸銀増資ののち対等合併」（これはそもそも第7回
委員会までに増資額算定方法の細目を除き話がまとまっていた［#28］）以外の点は、目だった
進展がなかったようである（上記「懇談」については一切議事録に表れないため不明な点が残
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るが、妥結事項があればその後正式に委員会の場［議事録付］に上ったはずと思われる）。そ
して第9回委員会ののち、門川支店長は上京し（#33）、次の第10回委員会（11月21日、#34）
では「大蔵省・日銀はこれ以上遅延認めぬ方針につき意見取りまとめ急ぎ、まとまらぬ点は当
局に一任を」と強い調子で説諭することになるのである（#34、8305-066；同支店長発言につ
いては前稿後編p.40にて既に引用）。
　この支店長のいつになく強い語調を受け、神戸銀八馬委員は当局一任の勧奨受入れを提案す
る。三行側は別室にて協議求め、20分後再開した委員会の場で、全但銀田治米委員が三行を
代表し受入れ同意を表明した。次いで合併委員会の存続如何につき「二、三の意見交換ありし
も」、結局同委員会は「一応その任務を終了せるをもって」解散することが合意された（以上、
8305-066～067）。
　上記決定を受け、11月21日（第10回委員会と同日）付で下記事項の「御裁断」を大蔵大臣・
兵庫県知事・日本銀行総裁宛に依頼する文書が、5行頭取連名で出されることとなった（#35）。
一､ 神戸銀行は合併前に現金払込による増資をなしたるのち1対1の比率をもって合併す
るものとす
　ただし右増資額につきてはその決定を御当局に一任する事
二､ 存続銀行の役員数、その人選、役職の割り当てならびに商号につきては意見の一致を
見るに至らざるにつきその決定を御当局に一任する事　（8305-069）
　上記2点のうち、「一」の点は前述のとおり方針に関しては実質的合意されており、同一基
準・同一時点での正確な計数を有し計算能力も確かなはずの大蔵省に委ねたい、という程度の
問題と解せられる（第4回委員会議事録［#21］中の8305-034～039を参照）。合併協議委員会
の不振ぶりを示すのは「二」の未決諸事項であり、結局、同年9月5日の合併「申合」の「三」
（前節（2）e）参照）にて「右につき万一にも意見の一致を見ざる場合は」と記されていた、そ
の「万一」の事態が起こったことになる。
e）5行合併条件の帰結
　上記「御裁断」依頼書ののちは、合併にかかる協議は5行の手を実質上全く離れたことも
あってか、日銀アーカイブ資料綴りにもそれまでのような支店（長）メモ等の当事者間の交渉
経緯をうかがい知ることのできる一次資料は見当たらなくなってしまう。よって、本論題名に
も「合併交渉過程」と記した、そのように過程を逐次追う探求は終わらざるを得ず、以下では
「結局どうなったか」という問いについてのみ、その答えとなる諸帰結を簡記しておきたい。
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　まず、5行合併協議で始終焦点であった、前掲「御裁断」依頼書の「二」の役員問題につい
ては、12月4日付の大蔵省銀行保険局長名の裁定書（#37）にて具体的人選も含め示達された。
下記図表4は同裁定書および「日本銀行神戸支店」の印字のある便箋に手書きされた5行間配分
一覧図（8305-259；経過表③には載っていない）をもとに、役員問題の帰結を示したものであ
る。なお、同一覧図には載っておらず後の新聞発表資料（1945年2月10日［#41］）にも見当ら
ないが、上記大蔵省裁定書には神戸銀岡崎会長が新銀行の相談役に就く旨記されている（『神
戸銀行史』p.284も実際同役に就任した旨記述）。
図表4
5行合併後の神戸銀行の新役員の構成
役　職 役職補記 神　戸 福　本 播　州 兵　和 全　但 ５行外 （前職または兼職）
会　長 取締役会統理、代表権無 水津彌吉
（台湾銀行
頭取）
頭　取 八馬兼介
副頭取 牛尾健治 大西甚一平
専　務 住吉四郎
常　務 岡崎　忠
取締役 常務重役会出席者 団野源三郎 上田義二 平尾源太夫
取締役 地方常勤 広田伝左衛門 須藤良三 佐川　実
取締役
嘉納　純
神田勝次
小林芳夫
吉田孔七郎
高垣謹之助
北村長三 小林善太郎 田治米吉郎右衛門
（県財界代表）
菊池吉蔵
田宮嘉右衛門
（神戸市商
工会議所
会頭）
（神戸製鋼
社長）
常任監査役 前田一雄
監査役 山口次郎 柏木宗治 来住梅吉 奥藤益雄
　計 12 1 4 4 3 3
出所：日銀アーカイブ資料（8305-237～239，248～250，298*）および『神戸銀行史』（所属行、前･兼職）にもと
づき筆者作成
*8305-298は1945年2月10日新聞発表資料［#41］で、それとも照合済
（なお、元の5行の上級役員につき注32［合併協議委員名］を参照されたい）
　上記の役員配分比は結局、先のd）にて内容を記した11月初旬の日銀からの合併条件案と同
じであり、同案が示されたと推察される第8回以降の合併協議委員会で同案を受け入れるのと
結局同じではなかったか、との感もある。5行の経営者たちとしては自身にも関わるリストに
つき当事者同士では首を縦に振りにくかった、ということなのかも知れないが、それもそもそ
もは三行と神戸銀行、また神戸銀経営層内部が最後まで「大和一致の精神をもって円満迅速に」
（本段a）所載の「主要諒解事項」の「一」）という状態に立ち至れなかったからであろう。
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　また、当初の三行側要求（1944年6月末頃、4節（2）c）参照）と比べ、日銀の合併条件案が
三行側にとり明らかに不利であったことも、同委員会にては決まらなかった理由であろう。そ
のように三行側が明らかに納得しかねる条件を飲んでまで結果的に5行合併に至ったことは、
「本論の検討視座1」すなわち「『非常時』における『国家的強制力』の影響下のもとで、銀行経
営者の銀行業を担う経済主体としての自律性がどの程度保持されていたのか」との関連では、
「5行合併の方向が1944年9月既に公表されてからは、また同年秋に戦局が危急事態となり当局
および新聞等（前稿後編注70参照）からの合併実行圧力が増してからは、確かに当事行に対し
『国家的強制力』が作用する場合もあった」と言い得るであろう。
　なお、残る「商号」すなわち新銀行の行名の問題については、前記の大蔵省裁定書（#37）
では次のように記されている。
「三、新銀行商号」
一､ 新銀行の商号は新立合併の本旨上新行名を用うべきのところ物資労力とも最小限度に
圧縮せしむる中央の方針なるにつきさしあたり「神戸銀行」とし将来適当の時期に改名
をなすこと　（8305-255）
　この裁定は、先のb）に記した、神戸銀行の「神戸銀行の名称を存置すべき理由書」（#15）
の「時局下、用紙・ゴム印等資材節約のため改称は控えるべき」との主張と、三行の「新銀行
商号につき三行意見書」（#26）の「新立合併の精神を表す新名称が必要」との主張を組み合わ
せたうえ、先送りをも含む結論である。この条項は1944年12月20日付「合併契約書付帯覚書」
（#39）の第一条にほぼ同文で盛り込まれ（8305-273）、新聞各紙でも報じられた（8305-284）
が、その後結局改称はなされなかった。
　また、行名問題とも関連し、実のところ新銀行の性格づけ上より本質的な問題であるはずの
「地方銀行化」如何については、11月初旬の日銀合併条件案（本段d）参照）でも「将来は神戸
銀行をして名実ともに地方銀行たらしむるべきこと、ただしその時期は将来統制会改組の歳に
譲ること」と明記されていた（8304-480）にもかかわらず、12月20日の合併契約書・同付帯
覚書から1945年3月末までのアーカイブ文書中には表れてこず、結局公に表明されることはな
かったようである。合併契約書の冒頭文では9月5日「申合」（4節（2）e）参照）の「兵庫県
中心銀行」との表現がそのまま用いられ、この点でも神戸銀行側の主張が通ったかたちとなっ
た。
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６．小括―本論の2つの検討視座につき
　本論は、日銀アーカイブ資料の情報の整理・検討の作業（3～5節）を中心とし、同資料の大
部さから予想されたことではあるが、既に一論考としては多すぎる紙幅を費やしてしまった。
もったいぶって「すべての歴史は現代史である」との謂
い
い（クローチェ［1988］p.13）を掲げ
るまでもなく、その後現在に至るまでの、都市銀行としての神戸銀行の変転についても、また
兵庫県下の地域金融機関またわが国の地方銀行業態の動静や地域金融機関政策についても、本
論で見てきたこととの関連で述べたいことは多いが、他日を期したい。
　本論では、1節（2）（3）にて予め2つの「本論の検討視座」を提示し、それを2つの検討軸
としながら、播州・兵和・全但の三行合併の頓挫から神戸・福本を含めた5行合併（兵庫県に
おける実質的「一県一行」の実現）につき、かなり詳細に諸当事者の動きを検討してきた。そ
れゆえこの最終節においては、それらの検討結果を含めた2つの検討視座にかかる小括だけ、
本論で追った事象の要約をも兼ねたかたちで、行っておきたい。
（１）小括①：「地方銀行化」の意図は日銀・三行側に強かったが実現せず
　（視座「1」・「2」の順序が前後するが）まず「本論の検討視座2」、すなわち「兵庫県におい
て『地方銀行』の存続をという理念の作用」という観点からの小括を行いたい。
　「前史」（1940～1943年初）にかかる2節の、（2）a）でみたように、元々播州銀行は神戸銀
行を除く「県下を一丸とする大同団結」により「大県たる本県の地方部を担当するに適する」
地方銀行の結成を望み、大蔵省宛に要望書も出していた。
　他方、2節（4）c）でみたように1942年11月までに日本銀行は、都市銀行・地方銀行とも
に銀行合同で規模を拡大させ、地方銀行30行程度への集約を企図するようになっていた（「日
銀ビジョン」）。そして同ビジョンにおいて都市銀行としては最小クラスの神戸銀行は、むしろ
「30行程度への集約後の地方銀行」として相応しい規模を有する銀行として、地方銀行化も考
慮されていたようであった。
　3節でみたように、二見前支店長メモなどから日銀神戸支店が1943年8月以降、実際に神戸
銀行を含めた「一県一行」大同合併の働きかけを行っていたことが知られる。そのような中、
日銀側にとっては青天の霹
へき
靂
れき
のごとく、播州・兵和・全但三行の合併を大蔵省側が認めてしま
う。日銀側は大蔵省に合併差し止めを乞うが、その際にも「右は県下に新なる一地方銀行の独
立を認むる形となり、或は却って神戸との競争を激しくして相互疎隔を招く虞も可有之」（3節
（2）a）の最後の引用文）と記すなど、既に三行と神戸銀行とを地銀同士のように捉えている
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節がある。
　1943年末までに大蔵省が日銀側の懇願を受け入れ、三行合併を「延期」したのちは、日銀と
りわけ門川神戸支店長の側が三行への説諭の矢面
おもて
に立つことになる。その際門川支店長が強
調したのは「大兵庫県の中心銀行として理想的地方銀行を実現させる」という、播州銀大西頭
取のかねてよりの理想（2節（2）a）、同（3）a））であった模様であり（4節（2）a））、神戸銀
行を含めた大合併後の銀行の位置づけを「地方銀行」とする基本線―日銀側のビジョンと三
行側の理想との結節点として―がその時以来存していたのは、ほぼ相違なかろう。
　その「地方銀行化」（都市銀行たる神戸銀行が軸とならざるを得ない合併につき「化」を付
す）の基本線については、4節（2）b）・c）・d）、5節（2）b）・c）で見たように、繰り返し5
行合併協議の過程で三行側から提示され、日銀側も側面支援した。しかし結局は規模が突出し
合併の軸となる神戸銀行側の抵抗と時に説得力をもった論駁―4節（2）b）で引用の「意見
書」、5節（2）b）で述べた行名存置の「理由書」、同節（2）b）・c）で引用した岡崎会長の各
弁論など―が奏効し、「神戸銀行」名もその都市銀行としての名実も存続し続けることになっ
た（5節（2）e））。
　そのような、（本論の副題でもある）「兵庫県下における『地方銀行』の存続を」という企図
の挫折」の原因につき、検討対象とした過程の全体を省みてあと一つを挙げたい。1944年9月
5日の「申合」および同12月20日の合併契約書・同付帯覚書という、その後当事行・当局を縛
る鍵となりメディアにも（少なくとも一部は）伝えられる公式文書に、日銀上層部まで推して
いた「地方銀行化」の鍵となる事項（たとえば同11月初旬の日銀合併条件案にある普通銀行統
制会脱退）は、不思議と載ることはなかった。この点に関しては神戸銀行が（仲の良かった）
県当局、さらには大蔵省側に働きかけた可能性などが考えられるが、今般のように日銀アーカ
イブ資料（そこには神戸銀あるいは県・大蔵省当局の内部資料［日銀と行き来したもの以外］
はほぼ含まれていない）に専ら依拠した検討作業では、不明点として残らざるを得ない。
（２）小括②：「銀行経営者の銀行業を担う経済主体としての自律性」
　次に「本論の検討視座1」、すなわち「『非常時』における『国家的強制力』の影響下のもと
で、銀行経営者の銀行業を担う経済主体としての自律性がどの程度保持されていたのか」とい
う視点との関連で小括しておきたい。
　この視座については、4節のほぼ全編および5節のd）まで（すなわち最後の合併協議委員会
は除く）の5行合併協議の過程では、三行・神戸銀各々に主張の自由―当局者の面前、公式
の席で激昂する自由すら（5節（2）a））―があり、合併協議につきストレスを感じるのはし
ばしば当局者の側、という有様であった（4節（2）a）・d）、5節（2）b））。そのことから、「銀
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行経営者の銀行業を担う経済主体としての自律性は保持されていた」と基本的には認められよ
う。
　もっとも、その「自律性」は三行・神戸銀の双方に均等に存していたわけではなかろう。5
節（2）b）の末尾で述べたように、合併に際しての存続行（資本の中核）たる神戸銀行の有利
さは、確かにあったと認められる。
　思うに、銀行組織同士の規模的に大きな合併という、そもそも国家の強制力云々以前に株
主資本主義的かつ商法等の法技術的な諸側面を一つ一つ解きほぐさねばならない合併過程に
あっては、そして特に本事例における神戸銀行のような他の関係行を圧する規模かつ健全な業
績の組織が存する場合には、「金融機関整備令」のような強権発動の根拠法があっても、その
「強権」はあまり実効性を有しないのではなかろうか。
　すなわち、合併の軸として位置づけざるを得ないその「中心的銀行」の主要株主・経営者
（その両者はかなりの程度重複しよう）の不承不承ではない協力なくしては、上記の「株主資本
主義的かつ商法等の法技術的な諸側面を一つ一つ解きほぐす」ことは困難であるがゆえ、「銀
行経営者の銀行業を担う経済主体としての」自律性、少なくとも株主に相対し銀行組織を運営
する経営的技量に、当局側としても寄り頼まざるを得ないのではなかろうか。しかも、本事例
の神戸銀行の場合のように、その「中心的銀行」が多数の有力行の合併という実際上の経験に
おいて、関係他行はもとより、あるいは当局者に比しても上回っている場合には、なおさらの
ことであろう。
　また、以上とは別に三行側も含め関係行の側の自由度を高めた要因として、「国家的強制力」
の発動主体である大蔵省、日本銀行、そして実態的な関与度合いが強かったことが知られる県
当局の3者が、そもそも「気合一致」（二見前支店長、3節（2）b）の1番目の引用文参照）し
てはいなかったことも挙げられよう。
　神戸銀行と相対する側の三行については、その経済主体としての自律性の存在は、特に三行
合併の「延期」から神戸銀行を含めた合併へと変化する過程を中心に認められるものの、5行
合併の「申合」ののち合併協議の後のほうになるほど自由度を狭められる面が強まったように
見受けられる。その点は既に5節（2）e）の半ばにて多少論じたゆえ（紙幅の関係もあり）繰
り返さない。ここではただ、三行側でも神戸銀行と元々対立色が強く、本論で見た諸過程を通
じ三行側の代表的論客でもあった播州銀大西頭取につき、上記のような神戸銀有利の客観的情
勢のなか、ひとかどの論客でもあった神戸銀岡崎会長（注33参照）と時に渡り合い、最終的に
新銀行の副頭取職に入り込むなど、よく「健闘」したのではないかとの所感を付記しておきた
い。
　三行合併から神戸銀行を含めた合併へと力づくで舵を向ける際、日銀の門川支店長が語り合
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い助けられた交渉相手は大西氏であり（4節（2）a））、彼個人として、当局から見ても話が通
ずる相手と見られていた可能性もある。川﨑［2009］は、銀行合同において当局と内容のある
交渉相手となりうる地方銀行経営者の資質につき「（当局者と）共通のフィルタ （ー思考枠）を
有していること」との議論を展開しているが（36）、東京の大学に学んだ経験があり大政翼賛会を
通じ中央とのつながりもあったであろう同氏に関し、示唆するところがあるかもしれない。
　その大西との関連、そして神戸銀行が都市銀行であり続けたこととの関連で、最後に、本段
の題目からは逸れることは承知で、戦後まもなく起こった公職追放につき付言しておきたい。
神戸銀行が都市銀行として敗戦を迎え、GHQによる公職追放の対象に「影響力の大きい金融
機関」（1947年1月勅令の経済条項［連合国最高司令官総司令部［1996］p.66］）の一つとして
含められた（同p.191）ことにより、1947年2月、本論に登場した諸人物中、八馬兼介（頭取、
当時［以下も］）、牛尾健治（副頭取）、大西甚一平（同）、および岡崎忠雄（相談役）が神戸銀
行を去ることとなった（『神戸銀行史』pp.348-349）。
　上記勅令経済条項には地方銀行は一行も含まれていないので、もし神戸銀行が地方銀行とし
て敗戦を迎えていたならばそのようなパージもあり得なかった。合同後の銀行が地方銀行たる
べきことを一貫して主張し続けた大西甚一平が、都銀経営層の一人となったゆえにこそ早々と
銀行界を去らねばならなかったことは、はなはだ皮肉な結末と感ぜられる。
【前稿の訂正】
　本論に先立つ「戦中期銀行合同過程における神戸銀行の店舗展開（後編）」（由里［2013］）の
p.39に「日本銀行金融研究所アーカイブ資料中にも上記9月5日付の合併関連調印文書は見当
たらない」とあるのは、全くの誤りであり、同アーカイブ資料中に存在する（1944年9月5日
付「申合」文書、本論4節（2）e）参照）。謹んで訂正いたしたい。（ただし、上記の一文に続
く「内容のある合併契約はまだなく‥‥合併する旨の『申し合わせ』のみがなされたというこ
となのであろう」とのくだりは、本論同所等でも記したとおり実態的には事実に背馳するもの
ではない。）
【謝辞】
　本論において用いた日銀アーカイブ資料のうち、崩し字あるいは毛筆体の手書き諸資料を
「解読」するに際し、筆者の京都大学文学部学部生時代の学友（国文学専攻）である編集者三代
和彦氏（アムタス㈱）のひとかたならぬ助言を得た。記して深謝する次第である。なお、本論に
おいて資料読解上の不備がある場合、その責はすべて筆者に帰属することは申すまでもない。
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【付記】
　本論は中京大学企業研究所2009～2011年度プロジェクト研究助成（プロジェクト名「わが国
のコミュニティ・バンクの揺籃期に関する研究」）、ならびに同2013～2015年度プロジェクト研
究助成（プロジェクト名「世界恐慌～戦中期の日米コミュニティ・バンク諸業態の構造的変化
に関する比較研究」）の一成果である。
注
（1）「日本銀行金融研究所アーカイブ」ウェブページ（http://www.imes.boj.or.jp/archives/）中の「日本
銀行アーカイブ目録（支店資料）」所載の「神戸、播州、兵和、全但及福本五銀行合併関係書類1」（日
本銀行神戸支店営業課、「検索番号」8304）ならびに「神戸、播州、兵和、全但及福本五銀行合併関係
書類2」（同、「検索番号」8305）が、1945年3月の5行合併に関する日銀アーカイブ資料である。前者
（8304）は、1943年10月28日から1944年の概ね11月初旬までに記された、日銀・大蔵省・関係銀行
等（日銀支店長・銀行頭取等の自筆による時に個人的所感をにじませた書状等も含む）の資料366葉
（2010年8・9月に同アーカイブより筆者に送付されてきたデジタル撮影プリント総枚数）、後者（8305）
は1944年11月から1945年3月31日までの同様の資料490葉（同）からなる。
（2）一般的には、銀行頭取の署名文書が、実質的に機関決定内容の引き写しであったり有能・能弁な他の
重役・幹部職員の手になるもの、というケースが多かろう（筆者自身のかつての銀行本部企画職員と
しての経験に照らしても）。しかしながらこの播州銀行大西頭取の陳情書の場合、かなりの程度本人自
身の論理ならびに意見を反映したものではないかと推測される。その理由として、本論で後に見るよ
うに、金融当局者による頭取自身の意見聴取や頭取間の合併協議の場での大西頭取の発言が最も活発
かつ能弁な部類に属するとともに、その内容も本陳情書と整合的（とりわけ「地方銀行」の役割なら
びに神戸銀行の「市中大銀行」としての位置づけなどにつき）であることが挙げられる。
（3）神戸銀行は1941年9月、福本銀行の全株式を取得した（『神戸銀行史』p.231）。なお、この株式取得
に関し、前稿後編p.37にも引用したとおり東洋経済新報社［1942］p.121は、「…中播だけで合同の機
運が動いた昨年八月、突如神戸銀行が福本銀行のほとんど全株式を買収してしまった。けだし神戸銀
行としては兵和銀行株も多少保有しているところより見て、播州の銀行合同に相当の発言権を持ちた
いのであろう」と記している。
（4）昭和戦前期における「大県」・「一等県」に関し、管見の限りでは百瀬［1990］p.105に次の引用文の
記述があり、当時の兵庫県知事の前歴（第26代～28代［1938年6月～1945年1月］の關谷・坂・成田
3知事ともに他県知事または内務省局長［兵庫県「歴代兵庫県知事」ウェブページ等］）を併せ鑑み、
同県が「大県」ならびに「一等県」と通称されていたものと思われる。「知事の前職をみると、北海
道庁・府・大県は他府県知事か内務省局長クラス、中県は小県知事か府県部長または内務省課長、小
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県は府県部長または内務省課長であった。知事の俸給は（中略）加俸として東京・京都・大阪の各府、
神奈川・兵庫の各県知事は700円、長崎・新潟・愛知・宮城・広島・福岡・熊本の各県知事には500円
がついた。一等～三等県といった奇妙な区分はこういったことも関係があろう。」
（5）1940年国勢調査における兵庫県の人口は約322万人で全国4位、面積は8,323平方キロメートル（「國
勢グラフ」編集部［1940］p.171）で全国12位であったが、人口3百万人以上の6府県中では突出して
広かった（同県に次ぐのは愛知県の5,081平方キロメートル）。また、1937年の農産物生産額1.14億円
は全国5位、同畜産物0.17億円は全国4位、同水産物0.11億円は全国15位、同鉱産物0.19億円は全国
11位、同工産物31.0億円は全国3位であった（同pp.74-75）。
（6）前稿のため筆者が1940年国勢調査データに基づきまとめた兵庫県市区町人口（2000年時点の行政域
に再編成したもの）の表計算シートにより、兵庫県の「地方部」の人口（播磨［神戸市垂水区は除き
西区は含める］・但馬・丹波の諸市町の人口；ただし本文所載の播州銀行陳情書中で神戸銀行支店の存
続を可としている明石市・加古川市・高砂市の人口の半分、および［前記3市の類推で神戸銀行の地
盤存続を認めざるを得まいと考えられる商工業拠点の］姫路市・相生市の人口の半分は、神戸銀行と
地盤を分け合うとみなして除く）を計算した結果、約132.6万人となった。なお、同人口を除く神戸銀
行側の県内地盤の人口は約189.5万人となる。仮に兵庫県がそれら132.6万人と189.5万人の2県であっ
た場合、後者は人口8位（現実の兵庫県なかりせばの仮定での順序）の静岡県に次ぎ9位、後者は人口
20位（実際の順位［兵庫県なかりせばの仮定、かつ、前記189.5万人の「兵庫県（大）都市部」が上
位に来るため］）の岡山県（約132.9万人）に次ぐ21位となり、依然として中位より上の人口規模であ
る。
（7）播州銀行大西頭取の「地方銀行」の存立の必要性・意義について述べた文章や聞取り内容等について
は後の本文で日銀アーカイブ資料から紹介するが、ここでは同氏が「県翼賛文化連盟副会長」として
「県下文化運動の実勢」と題し神戸新聞に寄稿した文章の一部を紹介したい。それを読むと、同氏の
上荘村文化協会以来の農村文化協会運動でのリーダーシップ発揮が、村や町からなる（本文に引用し
た陳情書の言葉で言えば）「（県の）地方部」の民度・地位向上へのコミットメントに由来したもので
あることが感ぜられるとともに、頭取として「地方銀行」（個別行さらには業態として）にコミットす
る、また大政翼賛運動の「地方部」を担うことは、そのような姿勢と自ずと連続体をなしているので
はなかろうかと思われる。
 　「…かくて文化運動第一次の目標は、この国難にあたって文化人の総決起を促すことであった、全
国至る所に続々として文化人を指導者とする文化協会が生まれた。これはまことに下から盛り上がる
力の結集としての大政翼賛運動であった。ここで注意を要することは、…いわゆる文化を語り芸術を
弄
もてあそ
ぶような会では決してなく、いかにして村を、町をよくするかを熱情をこめて考え、実践する会
であったことである。（中略）それではその形態の如何にかかわらず文化運動者に通ずる共通の理念と
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は何か―ということについては、大政翼賛会文化部が出した『地方文化建設の根本理念』がよく尽
している…」（神戸新聞、昭和19年1月11日［日刊］）。
（8）このイに対応する神戸銀行具申書の部分（本文中の引用文の上部）には「地域的に一中心銀行を設立
して」とあるが、同具申書の要望事項の二、（3）･（4）項（本文中の引用文の下部）には3度にわたっ
て「地域的中心銀行」という語句が現われるので、後者の表現を用いた。
（9）神戸銀行具申書中の該当部分は以下のとおりである。
 「イ　（一段落略）すなわち同行は古くより福知山市のごとき重要都市に支店を設置するとともに、他
方寒村僻遠の地には一切店舗を設けず行員の素質また向上し都市銀行におけると大差なく夙
つと
に弊行と
の合併方針を決定してもっぱら経営水準の向上を計りかつ何時にても弊行との合併を実行し得るの態
勢を整備いたしおり候　この点播州銀行等のごとく地方小部落に多数の店舗を有する純然たる農村銀
行とは本質的に相異なるものこれありしたがって同行の弊行への合併はその意義および価値において
最も有効適切なるものと存じ候」（日本銀行神戸支店［1942］p.445）
 　なお、上記引用文中の「都市銀行」という用語は、同具申書においては神戸湊西銀行（本店神戸市
兵庫区）・恵美酒銀行（同西宮市）（両行に関しては前稿後編pp.40-41参照）に対しても用いられてお
り（日本銀行神戸支店［1942］p.446）、当時の最大手諸行ないしはシンジケート銀行という意味では
なく、大都市部を本拠とする小銀行をも包含する呼称として用いられているようである（本稿では特
にことわらない限り引き続き前者の意味で使用する）。
（10）日本銀行神戸支店のホームページ中の「歴代支店長一覧」（アドレスは末尾参照）によると、第10代
支店長二見貴知雄は1942年4月着任、第11代支店長門川暴は1943年10月着任、となっている。図表1
の資料#23などから、二見は次任地の名古屋支店にあっても、後任者門川とともに三行合併を阻止す
べく相当な努力を払ったことが知られる。
（11）本文で引用した語句を含む、日本銀行調査局特別調査室［1948］p.249の記述は以下の通りであり、
日本銀行という組織そのものも軍部・大蔵省等との関係で逼迫した状況下に置かれていたことが感ぜ
られる。「［1943年央以降の］かかる悲痛な敗戦の凶報は直ちにわが産業界へ反映した。産業政策は超
重点主義から航空機の増産第一主義へ改変された。（中略）…産業が決戦色を帯びたのである。そして
そのような決戦生産に応ずるための財政と金融はインフレ一本槍であった。（中略）金融政策が重点産
業資金の供給を円滑化する政策に転換した…。［著しい労力・資材不足等による］隘路の発生によって
生産が限界点に達していたからこれら重点産業に対してはさらに集中的に資金を注入し遮二無二隘路
を突破しなくてはならなかったのである。（中略）この頃東洋経済紙
［ママ］
上で賀屋蔵相は『最近の財政金
融問題』として次の如く述べている。『私共の心掛けと致しまして、…。物資労力の続く限りこれを円
滑に運転すべき資金は必ず供給する。またやらなければならないという責任感で初めからやっており
ます。金は心配いらない…必らずやり通す。労力や技術や資材は何とかなっても金の方が巧く行かな
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いから戦力増強が狭められた。ということのないやうにやって来たのであります云々』（19年1月19日
号）これは実に驚くべき発言であり無限のインフレの約束である。」なお、1943年央とりわけ同9月以
降に戦時動員体制が最も強められた、その具体的かつ詳細な記述に関しては山崎［2011］pp.593-608
を参照。
（12）経過表①の#1の書状（二見支店長から渋沢副総裁宛）には、より具体的に次のように記されている
（8304-002～003）。「二、三行の合併については機運は十分熟しおりこれを実現せしむるつもりならば
至極容易と考えらるるところまで来たりおるが、三行併せても預金1億9千万円の小銀行に過ぎずして
大局より見れば銀行数減少というほかには格別実益もこれなく、かついずれは『神戸』に合併させる
となればかえってその間余計な手数を◇ませて『神戸』への合併時期を遅らせる結果となるわけにつ
き、この方法は得策ならず」。
（13）経過表①の#3以降、「次長メモ」と記された文書が散見されるが、それらにつき注記しておきたい。
それらは、宛名・差出人がなく小さな印章（「 野」の二文字）のみが押されたメモ書きのようなもの
がしばしば存する（同印章は門川支店長名が記された文書にも同支店長の印章と並び押印されている
ことも多い）。その印章は、8304-375では（「支店長」のゴム印の右側に）「次長」のゴム印が押され
たそのすぐ下にも押されていること、また、8304-128（門川支店長宛、「日本銀行神戸支店」の便箋）
には「梅野友夫」と記されていることから、同名が支店次長として押印したものであろうと推測され
る。なお、阿部［1955］p.80によれば、1946年6月の同行内辞令で梅野友夫が総務部総務課長から岡
山支店長へと異動とあり、また柳ヶ瀬［1971］p.76によれば、1951年設立の日本開発銀行初代理事の
一人として、当時日銀資金局長であった梅野友夫が任命されたとあり、恐らくそれらと同一人物であ
ろうと推量される。
（14）「小林」および「広田」は文脈からして三行側の人物の可能性が高いと考え、『神戸銀行史』pp.214-
231（「二九、合併銀行略史」中の同三行部分）から該当する役員名を探した。その結果、「小林」も
「広田」も一名ずつ存し、前者は兵和銀行の小林善太郎取締役副頭取、後者は播州銀行の広田伝左衛門
常務取締役であろうと推測される。（なお以下においても、神戸銀行との合併4行［福本銀行を含む］
の役員情報については、別記しない限り『神戸銀行史』の上記「二九」の節を参照した。）
（15）「［“三、”の項、前略］三行側は今日に至り『大蔵省から御話があるくらいだから日銀支店とも何もか
も御打合せずみのことなりしと諒解しいたり』などど体裁のいい事を申しおれども、菊池田あたりの
口止めありしは十分うなづかるるところにて、こういう事で結局日本銀行がいつも歩の悪い役廻りに
なるのは真に残念に御座候。この点についてはあえて『勉強が足りなかった』とは思わず候。」（8304-
068）
（16）当該アーカイブ資料8304（検索番号）（注1参照）は固定具にて綴込みされており、他方、元々の
文書の用紙は公用便箋から手書きメモまで種々にわたり、用紙の大きさや記載部分の用紙の端までの
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マージンも様々であり、稀にではあるが綴込み部分にかかる文字列が読めない場合がある。
（17）『神戸銀行史』巻末資料編pp.34-39「役員異動表」参照。神戸銀行の役員情報については、以下に
おいても別記しない限り同表に依った。
（18）同覚書には日付がないが、日銀アーカイブ資料8304の綴込み順も鑑み、経過表①では#25として示
している。実際、内容のほとんどは12月中旬以前に門川支店長が収集してきた情報（同アーカイブ資
料内の時間的に先立つ諸文書にある情報と重なる点も多い）である。しかしながら、最後の「（第五）
四行合併に対する神戸側の態度」の最後尾「ト､ 岡崎の態度」には「新年になり…」とのくだりがあ
り、その箇所、ないしは（第五）の他の箇所も含め、1944年1月初旬に加筆されたのかもしれない。
なお、その（第五）は覚書のそれ以前の部分とはページを変えて書かれているが、その直前には「（第
四）播州の大西氏の所論」とのくだりが「イ､」の断片のみ記されたうえで全面的に斜線抹消されてい
る。このあたりにも、門川支店長が諸銀行の実力者間を時間に追われながら取り持とうと努力してい
たことが表れているように感ぜられる。
（19）日銀アーカイブ資料8304-178（後掲図表2［経過表②］の#10の一葉］）に「神戸銀行三巨頭」の文
言があり、同箇所の記載内容より、それが岡崎会長・八馬頭取・牛尾副頭取のことであると知られる。
（20）岡崎忠
ちゅう
は、1904年東京生まれ、東大卒、三菱倉庫勤務ののち神戸岡崎銀行入行。神戸銀行成立後、
東京支店次長、大阪支店長などを務め、岡崎忠雄会長の娘婿でもあった（『コンサイス人名辞典―日本
編―』p.235および谷［1943］p.37）。
（21）タイプ書き5ページに及ぶ同文書には作成者名がなく、神戸銀行のことを「当行」などと称するこ
ともない。しかし、経過表①の#9にある「八馬はまた、県庁に泣きつき知事の名で反対運動をさせる
つもり」［と聞く］（8304-069）、また#10にある「先日八馬頭取が県知事に対し三行合併よりも四行合
併を可とする旨陳情したる」および「［県の大蔵省宛の四行合併を推す電報は］全く神戸銀行の一方的
陳情を聴きたる［もの］」、などの記述から、同文書は実態的には神戸銀行の手になるものである可能
性が高いと考えられる。
（22）本文で引用したのと同じ#23の二見前支店長の説明書きの他の部分には、播州銀行の大西頭取との
「懇談」を通じて三行役員陣の中の人事面での懸念を聞き出した、とのくだりもあり（8304-061～062）、
同頭取は必ずしも中央・都会人に対し頑ななだけの地方人士ではなく、当局者側にとっても協議相手
になれうる人物であったようである（前稿後編p.4で触れたとおり、早稲田大学に学んだことがあり、
また大政翼賛会県支部常任委員でもあったため、東京や官界の動静に疎くなかったのかも知れない）。
（23）門川暴
たけし
に関しては、宮崎県のホームページの中の「ふるさと再発見①　みやざきの百一人」（50人
目）の記述が人物面も含め参考になる。それによれば、同氏は1894年に現串間市に生まれ、東京商科
大学卒後日本銀行に入行。戦後1948年、「多くの人に請われ」て日向興業銀行（現宮崎銀行）の4代目
頭取に就任したが、1952年「［同行20周年に際し次々と文化行事を打ち出し］県民文化への献身的奉
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仕の途中に急病に臥
ふ
し」急逝した。なお同記述の最後には、氏の信条は「『誠』をもってすれば苦難を
打破できる」というものであった、と記されている。
（24）同意見書の引用部分（「わが国現下の…」）の前には、大蔵省が三行合併を認めたことに関し、「そも
そも神戸銀行は一県一行化政策の核となるようにと同省の勧奨で設立されたものにつき、同行として
は反対せざるを得なかった」という趣旨の文章がある。それに続き、「神戸銀行は普通銀行であるか
ら、三行合併により［県下をまとめる］地方銀行を別途設立する、というが」との意のくだりがあり、
当該引用部分が続く。
（25）香住銀行の県下銀行大合同からの離脱に関しては前稿後編の注74において既に記したが、経過表②
の#14、#15、#17、#21、#22、#25、#26、#28、#35、#36に同行名は合併談上の直接関与行として
表出し、それらの資料自体、別個の論考の対象となるだけの研究素材と思われる。しかし、本論にて
は立ち入ることはしない。
（26）筆者にそのための予備知識や側面調査の備えもなく理由は詳らかでないが、日銀神戸支店門川支店
長は1944年8月以降の重要な局面で時々、予め（現総裁ではなく）前総裁の結城豊太郎（在任1937年
7月～1944年3月、日本銀行ホームページ中の「歴代総裁一覧」による）と相談し、そこで表明された
同前総裁の意向は日本銀行本部にあっても影響力は大きかったようである。
（27）第2回協議会はその基本メンバーどおり（8304-276）、第1回協議会はその6名に加え5行の副頭取ま
たは常務取締役1名と日銀支店次長および営業課長が加わっている（8304-269）。第3回協議会の議事
メモには参加メンバーの記載がない（8304-282）。
（28）この「新人」とは、4節（2）c）で引用した各行の希望のまとめ書き（経時表②の#33）の「四、役
員の員数、人選」に、播州銀行の希望として「（ニ）専務取締役は大蔵省の推薦により地方銀行に理解
ある責任者を求むること」とある、それに対応した文言と推察される。
（29）本論で引用していない日銀アーカイブ資料も含め見渡しての筆者の印象として、三行側の相互に協
調的な態度は一貫しており、神戸銀行の資本を受け入れている兵和銀行を含め、神戸側に寝返ったり、
その可能性を示唆して揺さぶるような言動は見受けられない。また逆に、行き詰まり打開のためとい
う前向きな意味で、神戸銀行とのパイプ役を務めたりするような銀行［県内の関与行ないしは県外有
力他行］も存在しなかった（それゆえ日銀神戸支店をはじめとする当局者の苦労が増したということ
はあろう）。
（30）一
いち
万
ま
田
だ
尚
ひさ
登
と
考査局長は、1893年大分県生まれ、東大卒ののち1918年日銀入行、1942年5月考査局長
（1944年4月には同行理事に［同8月までは引続き考査局長、後任は本論でしばしば現れる二見前神戸
支店長］）、1946年6月日銀総裁（上級理事の公職追放による）。その後1954年には大蔵大臣として入
閣もしている（以上、阿部［1955］pp.80，300-301；『コンサイス人名辞典―日本編―』p.108）。
（31）経過表③の#3にある岡崎会長の「希望2条件」は、「申合」の「二」・「三」項の協議事項の議決は多
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数決に依らないこと、および、「申合」の「四」の委員会の委員長または幹事等は神戸銀行側委員とす
ること、というものであった（「申合」のこれら条項については4節（2）e）を参照）。
（32）経過表③の#2記載の「合併協議委員」は次のとおりである（掲載順）。播州銀行：委員－大西頭取・
広田常務、補欠－蓬莱会長。兵和銀行：委員－上田頭取・小林副頭取、補欠－須藤常務。福本銀行：
委員－牛尾（神戸銀副頭取）・柏木頭取、補欠－前田（神戸銀常務）。神戸銀行：委員－岡崎会長・八
馬頭取、補欠－住吉常務。全但銀行：委員－田治米会長・平尾頭取、補欠－佐川常務。
（33）神戸銀行が兵庫県に協力要請することは、三行合併撤回運動（経過表①の#8・#10など）以来よく
見られることで、日本銀行側は時に政治的「運動」と呼称し（同#8など）快く思っていなかった様子
である。
（34）『神戸銀行史』は、戦時色が濃くなっていた1940年11月の行報に岡崎会長が「第四周年に当たりて」
と題して載せた文章を紙幅を割いて引用している（pp.142-145、下線引用者）。その中で岡崎会長は
「高度国防に資するための金融新体制」が喧伝されることにつき、次のように手厳しく批判している
（政府批判と解しうるくだりすらある）。「彼等理論家は現在のような銀行の機構を自由主義的経済組
織の残滓なる言葉をもって貶
おと
し、その企図する改新案をもっていわゆる新しき理念の下における経済
体制の顕れなりと誇称し、理由強調の具に供している。（中略）少なくとも彼らは数個の錯誤をなして
いることを指摘せねばならぬであろう。［「錯誤」の指摘の（一）は略］（二）彼らの優先的に投資せし
めんとする所の産業は国家的使命を有し、いわゆる高度国防に欠くべからざる産業であると言うので
ある。しかしながら（中略）彼らが必要不可欠と思うものが果たして国家のため不可欠であるがどう
かを誰が判断するか。（中略）国家不可欠など言うことは実際の苦労も知らない経験の乏しい人々の単
純なる理論―時には感激的な―判断をもってしては極めて危険であることを考うべきであり、ま
た往々にしてこれが政略的に乱用さるるの例が今日まで少なくない。よく考うべきである。また政府
当局が国家的と信じていることが、一般国民に必ずしも信頼を受け得ないことがはなはだ多い。（後
略）」
 　岡崎会長はこの寄稿文を、「我々はあくまでどこに真理があるかを静思反省して一時の興奮に踊ら
ず、もって金融業者としての使命を達成すべき重大なる責任の地位にあることを自覚すべきである
…」との「行員諸君」への呼びかけで結んでいる。これら引用文中の下線部分（引用者）を見るに、
同会長は畢
ひっきょう
竟、1930年代半ばごろまで銀行業界では有力であった「自由主義的」考え方（由里［2010］
pp.8-9）の持ち主（少なくとも銀行組織のあり方に関する限り）であったのではないかと推察される。
（35）その大西委員の地方銀行的経営にかかる意見については、本文で直後に引用する第2回委員会での
発言のほか、前稿後編注75にて引用した第4回委員会での発言を参照。
（36）この点にかかる川﨑［2009］p.132の論旨は要約すれば以下のとおりである。大蔵省・日本銀行等の
公権力者、次いで都市銀行の経営者たちは、彼らが受けた高等教育ならびに所属官署の情報装備とい
－71－
戦時期における兵庫県下３銀行の合併中止の経緯とその後の神戸銀行との合併交渉過程（由里）
う共通のフィルターにより欧米の金融事情にも通じ、イギリス式の大銀行主義およびそれに基づく国
内特定拠点への集中投資による重化学工業化、というビジョンを共有していた。他方、地方銀行の経
営者（地方名望家層）たちは、多くはそのような共通のフィルターならびにビジョンを有せず、銀行
経営においても各地域における属人的（含、出身家系）信用力に依存することとなり、その結果、概
して銀行合同による広域化には抵抗があった。同論考はなお、pp.130-131にてその例外的事例として
岡山県の第一合同銀行を挙げ、同銀行経営者が有力紡績業大原家であったこと、他にも東京の大学で
学んだ経営者がいたことを「共通のフィルター」の存在要因としている。
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